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第一部 【企業情報】

第１【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年９月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 8,476,5985,072,6847,916,99510,938,55710,288,765

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △947,175△627,704△1,513,140254,938695,276

当期純損失 (千円) 937,443610,4583,161,643489,5121,621,560

純資産額 (千円) 1,343,687759,121674,0021,088,257△703,705

総資産額 (千円) 11,379,14010,346,2158,008,4646,610,7664,418,903

１株当たり純資産額 (円) 87.15 49.24 △31.48 △24.34 △81.55

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △65.22 △39.60 △189.97 △16.64 △55.12

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.81 7.33 8.41 13.37 △18.08

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 58,596△472,409△373,943△1,054,069816,687

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,049,487△371,3581,425,923112,540△598,507

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,573,105137,6571,404,255△895,096△555,872

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,027,011319,7382,769,928933,315595,623

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
509

(219)

491

(173)

296

(57)

960

(59)

895

(63)

(注) １　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第63期までについては潜在株式が存在しないため記載

しておりません。第64期及び第65期、第66期については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

３　１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。なお、第64期の１株当た

り純資産額は本会計基準の適用により優先株式の発行価額1,600,000千円を控除した普通株式に係る期末の

純資産額を普通株式の期末発行済株式総数(自己株式を控除した株式数)で除して算出しております。

４　自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

５　第62期は決算期の変更により、平成16年２月１日から平成16年９月30日までの８ヶ月間となっております。

６　第63期は決算期の変更により、平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月間となっております。

７　第64期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもの

であります。

８　純資産額の算定にあたり、第65期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年９月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 4,985,9322,848,7434,515,7448,956,1247,647,242

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △940,679△615,404△1,151,72914,779 493,856

当期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) △919,881△608,020△3,296,663284,136△1,693,383

資本金 (千円) 3,467,0503,467,0501,540,0001,540,0001,540,000

発行済株式総数 (株) 15,417,40015,417,40045,417,40045,417,40045,417,400

普通株式 (株) 15,417,40015,417,40029,417,40029,417,40029,417,400

A種優先株式 (株) ― ― 16,000,00016,000,00016,000,000

純資産額 (千円) 1,326,170736,513534,581775,061△976,716

総資産額 (千円) 9,031,6747,908,0567,446,2785,897,1973,734,211

１株当たり純資産額 (円) 86.02 47.77 △36.22 △28.05 △87.60

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △64.00 △39.44 △198.08 9.66 △57.57

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 4.62 ―

自己資本比率 (％) 14.68 9.31 7.17 13.14 △26.16

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 8.28 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
282

(84)

260

(58)

245

(57)

727

(46)

602

(62)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第63期までについては潜在株式が存在しないため記載

しておりません。第64期及び第66期については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。

３　１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。なお、第64期の１株当た

り純資産額は本会計基準の適用により優先株式の発行価額1,600,000千円を控除した普通株式に係る期末の

純資産額を普通株式の期末発行済株式総数(自己株式を控除した株式数)で除して算出しております。

４　自己資本利益率及び株価収益率については、第62期、第63期及び第64期は、当期純損失が計上されているため、

記載しておりません。また、第65期及び第66期は純資産額から優先株式を控除した金額がマイナスであるた

め、記載しておりません。

５　第62期は決算期の変更により、平成16年２月１日から平成16年９月30日までの８ヶ月間となっております。

６　第63期は決算期の変更により、平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月間となっております。

７　第64期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもの

であります。

８　純資産額の算定にあたり、第65期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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２ 【沿革】

　
昭和23年11月飛彈康二(初代社長)が、東京都目黒区に金属表面処理事業を目的として、愛工電化株式会

社(資本金50万円)を設立しました。

昭和38年３月 半導体時代を予測し、プリント配線板の製造を開始しました。

昭和46年２月 プリント配線板のUL認定「米国保険業組合研究所の安全基準に関する認定」を取得しま

した。

昭和55年１月 神奈川県横浜市緑区川和町636番地に横浜工場を建設、プリント配線板の拡充を図りまし

た。

昭和57年７月 プリント配線板の生産力をさらに強化するため、神奈川県横浜市緑区川和町280番地に本

社工場を建設しました。

昭和60年１月 本店を東京都目黒区緑が丘から神奈川県横浜市緑区川和町280番地に移転しました。

昭和62年６月 本社工場内に、設計・作画部門の強化、拡充を図るため、DAセンターを建設しました。

昭和63年５月 CI(コーポレートアイデンティティ)の一環として、商号を愛工電化株式会社より株式会社

アイレックスに変更しました。

昭和63年９月 社団法人日本証券業協会の店頭売買登録銘柄として、昭和63年９月14日付にて登録され、

同日より店頭売買が開始されました。

平成２年３月 神奈川県川崎市川崎区に、少量品生産工場として新川崎工場を建設しました。

平成２年５月 神奈川県横浜市緑区に、高密度・高多層プリント配線板の生産工場としてマルチセンター

を建設しました。

平成４年５月 少量品生産工場の新川崎工場を分離独立し株式会社川崎アイレックスを、優秀な設計技

術者を獲得する為、設計部を分離独立し株式会社アイテクデザインを、又、人材の有効活

用を図るため、株式会社アイレックスビジネス(現・株式会社アイレックスインダストリ

アルソリューションズ　以下、新社名にて記載しております。)を分身会社として設立しま

した。

平成９年３月 プリント配線板の生産会社としてフィリピンに現地法人Rex Technologies

Philippines, Inc.を設立しました。(現・連結子会社)

平成９年８月 ISO9001認証取得しました。

平成12年６月 株式会社川崎アイレックス、株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズ、

株式会社アイテクデザイン(現・持分法適用関連会社)を当社の子会社としました。

平成13年５月 ISO14001認証取得しました。

平成14年１月 株式会社川崎アイレックス及び株式会社アイレックスインダストリアルソリューション

ズは事業活動を休止しました。

平成14年12月Rex Technologies Philippines,Inc.は事業を閉鎖しました。

平成16年３月 東京コンピュータサービス株式会社グループと資本業務提携しました。

平成16年10月株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズは事業活動を再開しました。

平成17年６月 コンピュータシステム事業を開始しました。

平成17年８月 株式会社川崎アイレックスは社名を株式会社アイレックスソハードに変更し、事業活動を

再開しました。

平成18年２月 株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズを連結子会社としました。

平成18年５月 株式会社アイレックスソハードを連結子会社としました。

平成18年８月 アイレックスシステム株式会社及び明成インフォテック株式会社(現　アイレックスイン

フォテック株式会社)を連結子会社としました。

(注) １　平成６年11月に横浜市緑区から同市都筑区に行政区画を変更しております。

２　東京コンピュータサービス株式会社は、平成17年10月１日付けにて会社分割し、TCSホールディングス株式会社

に社名変更しております。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社、親会社及び当社の関係会社)は、当社及び子会社５社、関連会社１社で構成され、プリ

ント配線板の製造・販売、システム開発を軸とするトータルソリューションサービスを主な内容とし、当社

グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　

(親会社)

TCSホールディングス株式会社グループ

TCSホールディングス株式会社グループは、ソフトウェア・ファームウェア開発等あらゆる開発を手掛

けており、そのグループ企業は①ソフトウェア開発全般を手掛ける会社、②大手企業のソフトウェア・

ファームウェア技術の協業化を目的とした共同出資会社、③特殊専門分野の開発を専業とする会社の３

つに大別されます。また近年は、積極的にM&A戦略によってハードウェアの開発・製造を行うメーカーか

ら、部材調達・提供を行う商社まで、グループ事業の多角化を推進しております。

　

(主な子会社)

(1) 株式会社アイレックスシステム

システム開発を提供する総合エンジニアリングカンパニーとして、 システムコンサルテーション、設

計からテスト、運用保守までのトータルソリューションを支援しており、当社のシステム事業の展開基盤

をより強固なものとするため、今期において同社の株式を追加取得し、完全子会社といたしました。 

　

(2) 株式会社アイレックスインダストリアルソリューションズ

当社の主要事業であるプリント配線板製造事業と密接な関係にある各種システムテスト・総合評価・

検査及び品質保証業務を行っております。プリント配線板製造事業とのシナジー効果が期待でき、更なる

業容の拡大を図る為、今期において同社の株式を追加取得いたしました。

　

(3) 株式会社アイレックスソハード

コンピュータソフトウェア並びにハードウェアの開発・設計・製作・販売・保守からプリント配線板

の設計・製造・組立・加工・販売、システム開発における第三者検証業務まで幅広い業務を行っており、

当社のトータルソリューションビジネスの基盤をより強固なものとする為、今期において同社の株式を

追加取得いたしました。

(4) アイレックスインフォテック株式会社

ソリューションサービス、ソフトウェア開発を提供する会社として、当社のシステム事業の展開基盤を

より強固なものとするため、今期において同社の株式を追加取得いたしました。 

　

(5) Rex Technologies Philippines,Inc.（連結子会社)

平成14年12月にて事業を閉鎖し、会社清算手続をほぼ完了いたしました。

　

(6) その他１社(非連結子会社)

　

(主な関連会社)

(1) 株式会社アイテクデザイン

プリント配線板の設計、及びプリント配線板設計者の派遣を行なっております。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有
[被所有]
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

アイレックスシステム株式会社
(注)１
 

神奈川県横浜市港北区 50,000
ソフトウェア・
ハードウェア 
開発、設計

100.00
システム開発業務の委託 
技術者の出向受入 
役員兼任２名

株式会社アイレックスインダス
トリアルソリューションズ 
(注)１

東京都中央区 50,000

コンピュータシ
ステムの運用・
保守業務 
総合評価、検査業
務

80.00
システム開発業務の委託 
技術者の出向受入 
役員兼任１名

株式会社アイレックスソハード
(注)１　　　　

神奈川県横浜市
神奈川区

50,000

ソフトウェア・
ハードウェア開
発・販売 
プリント配線板
製造販売

80.00
システム開発業務の委託
技術者の出向受入
役員兼任2名

アイレックスインフォテック株
式会社　(注)１　

東京都中央区 50,000
業務系ソフト
ウェア開発設計

75.49
システム開発業務の委託
技術者の出向受入
役員兼任2名

Rex Technologies
Philippines, Inc.
(注)１、２

MALVAR CITY BATAN-GAS
PROVINCE 
PHILIPPINE

千ペソ
900,000

プリント配線板
の製造・販売

100.00会社清算

(持分法適用関連会社)

株式会社アイテクデザイン
(注)１

神奈川県横浜市港北区 30,000
プリント配線板
の設計

45.00

製品の仕入・販売
システム開発業務の委託
技術者の出向受入
役員兼任２名

(親会社)

TCSホールディングス株式会社
(注)１、３

東京都中央区 225,000
TCSグループ全
体の事業活動の
支配及び管理

[74.13]
(17.33)

資金の借入等
役員兼任２名

(その他の関係会社)

北部通信工業株式会社
(注)１、４

福島県福島市 310,000

FA・OA関連機
器、IT関連ネッ
トワーク機器及
び周辺端末応用
機器等開発・設
計・製造

[7.48]
{66.65}

製品の製造委託
役員兼任2名

シグマトロン株式会社
(注)１、４

東京都中央区 65,000

通信制御系のソ
フトウェアおよ
びハードウェア
設計・開発

[5.15]
{68.98}

システム開発業務の委託
技術者の出向受入
役員兼任1名

コンピュートロン株式会社
(注)１、４

群馬県前橋市 98,000

ソフトウェア、
ファームウェ
ア、ハードウェ
アの設計・開発

[3.41]
{70.72}

システム開発業務の委託
技術者の出向受入
役員兼任１名

(注) １　上記の会社のうち有価証券報告書又は有価証券届出書を提出している会社はありません。

２　Rex Technologies Philippines, Inc．は、特定子会社であります。

３　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

４　議決権の被所有割合の{　}内は、緊密な者又は同意している者の被所有割合で外数であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

プリント配線板事業 156(　54)

システム事業 739( 　9)

合計 895(　63)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

602(　62) 38.8 12.1 3,505,380

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループ(当社及び連結子会社)には労働組合は結成されていないものの、労使関係は良好であり、

現在、特に記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】
(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済を振り返りますと、景気は先行き警戒感を一段と強めながらも、緩

やかな回復基調で推移いたしました。企業収益は改善に向かい、設備投資は電気機械・自動車といった輸

出関連企業はそろって増勢が続いておりました。また、輸出は対米向け輸出の落ち込みをＥＵ及びアジア

向け輸出がそれを補う構図が鮮明となり、輸入は中国からの食料品が急減し、また世界的な原料価格の高

騰に伴う穀物類の輸入額の増大が大きく影響いたしました。また、雇用情勢については引き続き景気先行

き警戒感はあるものの、着実に改善傾向で推移いたしました。しかしながらその回復ペースは緩やかで、

企業部門みられる減速懸念が家計部門にも波及し、個人消費はおおむね横ばいに推移いたしました。 

電子業界においては、産業用電子機器は新規製品の不在が長期化する中、海外からの市場攻勢や海外生

産化の影響を受けてマイナス推移となり、夏場には携帯電話の急伸に支えられたものの、秋口からは再び

落ち込み、微減が続いております。民生用電子機器はデジタルカメラや年末年始需要を見込んだ液晶テレ

ビの上昇を主要因として全体としては増加いたしました。

プリント配線板業界は、年度初めから需要量が下降に向け推移してきており、２００５年年央から続い

てきた回復基調に陰りが見え始め、市場からの厳しい価格圧力と、それに反しての原料価格の高騰、また、

加えて足下の受注減と、事業環境の後退が顕著になってまいりました。

　
(プリント配線板事業)

このような中にあって、当社のプリント配線板事業におきましては、採算重視の受注施策を展開したマ

ザーボード関連基板は大幅減少し、また比較的堅調に推移しておりましたコンポーネント・モジュール

系基板も前年比では若干減少し、全体として売上高は2,976,071千円（前期比28.8％減）となりました。

コスト面では、原油価格の高騰による材料価格の上昇を抑えつつ、外注費の削減・歩留まりの改善などに

よる変動費の低減に努めましたが、881,011千円の営業損失（前年同期は営業損失849,168千円）となり

ました。
　
(システム事業)

一方、システム事業におきましては、大手電機メーカーの大型案件を複数受注することができました。

また、コスト面でも稼働率の向上と内製化施策などにより原価率が改善し、その結果売上高は7,312,693

千円（前期比8.2％増）、営業利益は1,862,443千円（前期比58.3％増）となりました。
　
以上の結果、当連結会計年度における売上高は10,288,765千円（前期比5.9％減）、経常利益は695,276

千円（前期比172.7％増）となり、連結・単体とも前連結会計年度に続き経常黒字となりました。

しかしながら、事業環境の後退と長引く受注低迷から、プリント配線板事業においては引き続き多額の

営業損失を計上することとなり、また、システム事業においても、今後は競争企業の参入が増加しコスト

競争がより激しくなっていくことが予想されることから、当社はプリント配線板事業を会社分割により

新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を㈱キョウデンに譲渡することにいたしました。これによ

り、当連結会計年度において、プリント配線板事業で使用している製造設備の減損損失 1,679,218千円、

事業移転損失引当金繰入額367,700千円を計上したことから、1,621,560千円の当期純損失を計上し、遺憾

ながら703,705千円の債務超過となりました。

　
　

(2) キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、借入金の返済

や貸付による支出などにより前連結会計年度に比べ337,691千円減少し、連結会計年度末には595,623千

円となりました。

　
(ア)営業活動によるキャッシュ・フロー
売上債権及び仕入債務の減少、減損損失、及び事業移転損失引当金の増加などにより816,687千円の

資金が増加いたしました。

　
(イ)投資活動によるキャッシュ・フロー
貸付けによる支出、子会社株式の取得などにより598,507千円の資金が減少いたしました。
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(ウ)財務活動によるキャッシュ・フロー
借入金の返済により555,872千円の資金が減少いたしました。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

生産高(千円) 前期比(％)

プリント配線板事業 1,798,207 △30.8

システム事業 7,312,693 8.2

計 9,110,901 △2.6

(注)　金額は販売価額で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

受注高(千円) 前期比(％)
受注残高
(千円)

前期比(％)

プリント配線板事業 2,787,734△31.8 457,031△29.2

システム事業 7,646,12713.1 333,434 ―

計 10,433,862△3.8 790,465 22.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 前期比(％)

プリント配線板事業 2,976,071 △28.8

システム事業 7,312,693 8.2

計 10,288,765 △5.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　プリント配線板事業の売上高は、需要量が下降傾向で推移したことに加え、採算重視の受注施策を展開したマ
ザーボード関連基板において大きく減少いたしました。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本電気通信システム㈱ 1,867,62317.1 1,681,21316.3

松下電器産業㈱半導体社 1,515,83013.9 1,361,53913.2

NECシステムテクノロジー㈱ 656,882 6.0 1,328,22212.9
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３ 【対処すべき課題】

わが国経済を展望いたしますと、輸出が増加基調で推移し、景気は緩やかに回復していくと期待されるも

のの、原油等の原材料価格の上昇、またサブプライム住宅ローン問題を背景とするアメリカの景気後退懸念

等の景気の下振れリスクが高まってきており、景気回復は足踏み状態になることが見込まれています。

当社グループにおいても競争企業の参入が増加しており、コスト競争がより激しくなっていくことが予

想されますことから、当社の親会社であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業との協力体制の

もと、①黒字部門であるシステム事業に経営資源を集中することにより、経営の改善と安定化が図られる見

通しであること。また、②会社分割の承継資産対象から除外しております横浜工場を売却することにより売

却益を計上する計画であること。などの諸施策により第67期事業年度末までの債務超過解消に邁進してま

いります。このような当社を取り巻く事業環境の変化に迅速に対応して経営の改善と安定化を図り、黒字定

着を目指していく所存であります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載しておりま

す。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に

努める方針でありますが、当社グループの有価証券に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載

内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グルー

プが判断したものであり、また、当社グループ株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではあり

ませんので、この点をご留意ください。

　

(イ)特定の取引先への依存

当社グループは主要得意先からの安定的な受注獲得に向け品質、技術、サービス等の向上を図る一

方、他の得意先の受注拡大、及び親会社であるＴＣＳホールディングス株式会社グループの持つ営業力

を活用した新規得意先の開拓等に努めリスクの分散化を図っております。しかし、現時点では既存の主

要得意先への依存度が約５割と高いため、得意先の経営方針、戦略等に大きな変更があった場合は当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

　

(ロ)研究開発及び他社との競合によるリスク

当社グループの属する情報処理業界及びプリント配線板業界は日々進歩していかなければならない

業界です。当社グループとしてはコンソーシアムを同業他社と組む等して、顧客ニーズに応えるべく高

機能化、小型軽量化、微細配線化、機能内蔵化の実現及び新工法によるプリント配線板製造の開発に努

めておりますが、これらが他社より遅延した場合、或いはアジア諸国のプリント配線板メーカーの低価

格攻勢により価格競争が更に進んだ場合は当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

　

(ハ)市況変動リスク

当社グループは顧客ニーズに的確に応えられかつ価格競争力がある企業を目指し、生産性・稼働率

向上、技術力向上、品質改善等に努め、常にコストダウンを念頭においてローコストオペレーションを

行い企業基盤の強化を図っておりますが、販売価格の急速な値下がりや、原油・ナフサ・金・銅価格等

の高騰、中国を中心とするアジア市場の活況による原材料の需給バランスの不均衡等による資材価格

の高騰などにより、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(ニ)不良製品の補償リスク

当社グループが取扱う製品はコンピュータ、通信機器などのエレクトロニクス業界のみならず、自動

車、娯楽用品などにも関係しており非常に高い品質の提供を求められております。当社グループは

ISO9000シリーズの認証取得を通して品質管理システムを確立しており、協力工場との連携を含めた品

質改善、出荷検査の徹底、技術力の強化などに努め、品質管理には万全を期して対応しております。しか

しながら不測の事態により不良補償問題が発生した場合には、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(ホ)法的規制リスク

当社グループが取扱っておりますプリント配線板は、その製造工程において一部に法的規制を受け

ている化学物質を使用し、また産業廃棄物を排出いたします。当社グループはISO14001の認証取得を通

して環境管理システムを確立し環境関連法規の遵守及び環境管理には万全を期しておりますが、万一

不測の事態により環境汚染問題が発生した場合には、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

また、当社または役職員が各種法令に抵触する行為を行うことにより、損失を被るリスクがありま

す。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 資本業務提携契約

当社は平成16年３月９日に東京コンピュータサービス株式会社(現　TCSホールディングス株式会社。

以下、同じ。)、そのグループ会社である北部通信工業株式会社及びシグマトロン株式会社との間で、資

本業務提携契約を締結しております。

① 資本提携

東京コンピュータサービス株式会社は、平成16年３月26日付けにて当社役員が保有する当社の普通

株式2,700,000株を譲り受けるとともに、当社は平成16年３月25日付けにて第三者割当により普通株式

4,700,000株を東京コンピュータサービス株式会社グループへ割り当てました。また、平成18年２月28

日付けにて第三者割当により普通株式14,000,000株、A種優先株式16,000,000株をTCSホールディング

ス株式会社へ割り当てました。
　

② 業務提携

当社は、増資資金を技術革新への対応及び歩留まりの向上を目的としたプリント配線板の製造ライ

ン高度化のための機械装置の更新資金に重点的に投入し事業基盤の強化を図るほか、TCSホールディン

グス株式会社グループが有する営業力、資金力、IT技術力等の経営資源を中・長期的に相互に有効活用

することにより、主要市場である電子業界、自動車関連業界における当社のプレゼンスを高めてまいり

ます。
　
(3) 株式譲渡契約

当社は平成20年４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月１日をもって当社のプリント

配線板事業を会社分割により新設会社に承継させた上で、平成20年６月27日開催予定の定時株主総会

で当該会社分割の件が決議されることを前提として、平成20年７月１日付けで新設会社の全株式を㈱

キョウデンに譲渡することを決議いたしました。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)の活動は、電子機器の高速化及び多機能化と小型薄型化の要求

に対応するための高密度プリント配線板の開発を中心としています。具体的には今後の携帯機器の小型薄

型・高機能化を実現するた為の高密度微細配線の実現、受動素子内蔵化実現のための開発を実施しており

ます。

また、環境ISO14000に対応するためのハロゲンフリー、鉛フリープリント配線板や、新材料・新工法を採

用したプリント配線板の開発にも取り組んでおります。

なお、当連結会計年度における研究開発費は7,113千円であります。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分

析した内容であります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)現在において当社グループ

が判断したものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。連結財務諸表の作成にあたり、当社グループは連結財務諸表に記載されている資産

・負債の額及び偶発債務の開示、並びに収益・費用の額などに影響を与える可能性のある見積り及び前

提条件を使用しております。当社は、その見積りと判断を、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられ

る様々な要素に基づいて行っており、これらは、資産及び負債の帳簿価額あるいは収益・費用の額につい

ての判断の基礎を形成しております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積り

と異なる場合があります。

当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判

断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。
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①　投資有価証券の減損

当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の取引先及び金融機関の株式を所有してお

り、これらはすべて市場価格のある公開会社の株式であります。公開会社の株式投資の場合、期末にお

ける株価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、又は３期間連続して30％～50％下落した場合には、

全て減損処理を行っております。また、関係会社株式については将来、当該会社の財政状態が著しく悪

化し回復可能性なし又は不明であると判断した場合において減損処理を行う可能性があります。

　

②　貸倒引当について

当社グループは期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。債権管理に

つきましては、第三者調査機関の調査結果を参考にする等、最善の注意をはらっておりますが、顧客の

財務状態が悪化しその支払能力が低下した場合、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性

があります。

　

③　退職給付債務について

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の

期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更

された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、将来期間において認識さ

れる費用及び計上される債務に影響を及ぼします。

　

④　固定資産の減損会計

当社グループは第64期連結会計年度から固定資産の減損会計を適用しております。固定資産の減損

会計は資産のグルーピング・割引前キャッシュ・フローの総額・回収可能価額を当該企業に固有の事

情を反映した合理的で説明可能な仮定および予測に基づいて算出しております。将来の地価下落・資

産の劣化等により現在の簿価に反映されていない損失または簿価の回収不能が発生した場合、評価損

の計上が必要となる可能性があります。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

資産合計は、前連結会計年度末に比較し2,191,862千円減少いたしました。流動資産は、現金及び預

金、受取手形及び売掛金が主に減少し541,580千円減少いたしました。また、固定資産は、主に減損損失

1,679,218千円の計上により1,650,282千円減少いたしました。

　

②　負債

負債合計は、前連結会計年度末に比較し399,899千円減少いたしました。流動負債は、支払手形・買掛

金と短期借入金が主に減少し510,664千円減少いたしました。固定負債は、短期借入金から長期借入金

への借換えなどにより110,764千円増加いたしました。

　

③　純資産

純資産は1,791,963千円減少いたしました。純資産のうち株主資本は当期純損失により1,621,560千

円減少いたしました。また、評価・換算差額等が投資有価証券の時価の下落により61,122千円減少いた

しました。
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(3) 経営成績の分析

①　売上高

プリント配線板事業では、採算重視の受注施策を展開したマザーボード関連基板は大幅減少し、また

比較的堅調に推移しておりましたコンポーネント・モジュール系基板も前年比では若干減少し、全体

として売上高は2,976,071千円（前期比28.8％減）となりました。

一方、システム事業では大手電機メーカーの大型案件を複数受注することができ、その結果売上高は

7,312,693千円（前期比8.2％増）となりました。 

　

②　売上原価

プリント配線板事業では、原油価格の高騰による材料価格の上昇を抑えつつ、外注費の削減・歩留ま

りの改善などによる変動費の低減に努めましたが、881,011千円の営業損失となりました。 

一方、システム事業では、稼働率の向上と内製化施策などにより原価率が改善し、営業利益は

1,862,443千円（前期比58,3％増）となりました。 

　

③　販売費及び一般管理費

販売費は、主にプリント配線板事業の販売費の減少により1,935千円減少いたしました。一般管理費

は、主にシステム事業の事業拡大により34,603千円増加しました。

　

④　営業外損益

当連結会計年度における当社グループの営業外損益の部は、受取利息・配当金、土地建物・機械設備

の賃貸料収入などにより27,085千円の営業外収益がありました。前連結会計年度に比べ、受取利息、賃

貸料収入が12,493千円減少いたしました。

一方、営業外費用は、支払利息及びその他により88,059千円となりました。前連結会計年度に比べ支

払利息、売掛債権売却損が13,903千円、持分法投資損失が11,655千円、それぞれ減少いたしました。

　

⑤　特別損益

当連結会計年度における当社グループの特別損益の部は、貸倒引当金戻入益、会員権売却益などによ

り2,354千円の特別利益がありました。

一方、特別損失は、減損損失1,679,218千円、事業移転損失引当金繰入額367,700千円、などを計上した

ことから、2,179,035千円となりました。

　

⑥　当期純利益

以上の結果から、経常利益では前連結会計年度に続き黒字化したものの、特別損失の計上と、法人税、

住民税及び事業税と少数株主利益を差し引き、当連結会計年度における当グループの当期純損失は

1,621,560千円となりました。
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(4) 戦略的現状と見通し

わが国経済を展望いたしますと、輸出が増加基調で推移し、景気は緩やかに回復していくと期待される

ものの、原油等の原材料価格の上昇、またサブプライム住宅ローン問題を背景とするアメリカの景気後退

懸念等の景気の下振れリスクが高まってきており、景気回復は足踏み状態になることが見込まれていま

す。

当社グループにおいても競争企業の参入が増加しており、コスト競争がより激しくなっていくことが

予想されますことから、当社の親会社であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業との協力体

制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経営資源を集中することにより、経営の改善と安定化が図ら

れる見通しであること。また、②会社分割の承継資産対象から除外しております横浜工場を売却すること

により売却益を計上する計画であること。などの諸施策により第67期事業年度末までの債務超過解消に

邁進してまいります。このような当社を取り巻く事業環境の変化に迅速に対応して経営の改善と安定化

を図り、黒字定着を目指していく所存であります。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、借入金の返済

や貸付による支出などにより前連結会計年度に比べ337,691千円減少し、連結会計年度末には595,623千

円となりました。
　

なお、当社グループにおけるキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。
　

平成16年９月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率(％) 11.8 7.3 8.4 13.4 △18.1

時価ベースの
自己資本比率(％)

21.3 23.7 50.3 35.6 42.6

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率(％)

7,087.3 ─ ─ ― 309.1

インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ

0.6 ─ ─ ― 9.9

(注)　自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％)：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利息支払額
１　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
２　株式時価総額は、期末株価(終値)×期末発行済普通株式総数(自己株式控除後)により算出しております。
３　キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており
ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象
としております。また、利息支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお
ります。

４　平成17年３月期以降、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのた
め、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは算定しておりません。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、プリント配線板事業を会社分割した後はシステム事業に経営資源の集中を図ってま

いります。

営業面におきましては、既存顧客の事業拡大と新規顧客開拓に注力し対象分野の拡大を図るため、従来

のシステム開発業務に加え、システム開発以外のインフラ構築、第三者検証業務、システム運用・保守等、

幅広い事業分野に進出してまいります。

また、連結子会社につきましては、第三者検証とシステム運用に特化した㈱アイレックスインダストリ

アルソリューションズ、システム開発から運用・保守まで幅広いソリューション開発を行うアイレック

スシステム㈱、ハード系システム開発を得意とする㈱アイレックスソハード、業務系アプリケーション・

ソフトに強いアイレックスインフォテック㈱等、子会社各社の特徴と得意分野を明確にし、独立性と連携

を強化し、アイレックスグループのシナジーを発揮してまいります。

第67期連結会計年度におきましてはプリント配線板事業の会社分割により81億円まで売上高が一旦後

退する見込みではありますが、上記のようにグループ各社の差別化を図ることにより、中期的には早期に

グループ売上高100億円体制を目指していく所存であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施致しました企業集団の設備投資額は49,490千円であります。その主なもの

は、プリント配線板製造にかかわる機械設備及び検査治具・金型の購入であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

(平成20年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物
及び構築物
(千円)

機械装置
及び運搬具
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社工場
(横浜市都筑区)

プリント配線
板事業

プリント配線
板製造設備

158,71813,302
133,285
(6,055.00)

19,530324,836146{50}

横浜工場
(同上)

同上 同上 2,810 2,733
95,270

(3,333.09)
24 100,838

10
{ 4}

(注) １　本社工場人員には、提出会社からの出向者を含んでおります。

２　上記中{　 }は臨時従業員数であります。

３　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

４　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、次のものがあります。

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間賃借及び
リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(横浜市都筑区)

プリント配線板
事業

生産設備
(リース)

292,584 449,936

　

(2) 国内子会社

(平成20年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物
及び構築物
(千円)

機械装置
及び運搬具
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

その他
(千円)

合計
(千円)

㈱アイレッ
クスインダ
ストリアル
ソリュー
ションズ

東京都
中央区

システム
事業

運用・保
守関連設
備

492 ― ― 281 774 112

アイレック
スシステム
㈱

横浜市
港北区

システム
事業

通信機器 ― ― ― 99 99 83

(注) １　提出会社からの賃貸分は除いております。

２　人員には子会社採用の数及び連結会社以外からの出向者の数を記載しており、提出会社からの出向者は除いて

おります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。

　

(2) 重要な設備の売却等

有価証券報告書提出会社である当社は、平成20年７月１日をもって当社のプリント配線板事業を会社

分割により新設会社に承継させることにつき、平成20年６月27日開催の定時株主総会において決議いた

しました。当該会社分割により、以下の資産を新設会社に承継させる計画であります。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
帳簿価額
(千円)

売却の年月

㈱アイレックス
横浜市
都筑区

プリント配線板
事業

プリント配線板製造設備 324,836平成20年７月

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 19/108



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,669,000

A種優先株式 16,000,000

計 181,669,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,417,400 29,417,400
株式会社ジャス
ダック証券取引所

―

A種優先株式 16,000,000 16,000,000― (注)

計 45,417,400 45,417,400― ―

(注)　A種優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1) 種類株式の名称 　　株式会社アイレックスA種優先株式

　　(以下「優先株式」という。)

(2) 発行株式数 　　　 16,000,000株

(3) 発行価額 １株につき　金100円

(4) 発行価額の総額 　　1,600,000,000円

(5) 発行価額中の資本組入額 １株につき　 金50円

(6) 資本組入額の総額 　　800,000,000円

(7) 申込期日 　　平成18年２月27日

(8) 払込期日 　　平成18年２月28日

(9) 配当起算日 　　平成17年４月１日

(10) 発行方法 　　第三者割当の方法により、引受人に割り当てる。

(11) 継続保有に関する事項 　　該当なし

(12) 利益配当

(イ)優先株式を有する株主(以下「優先株主」という。)又は優先株式の登録質権者(以下「優先登録質権者」

という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普通株式の登録質権者(以下「普

通登録質権者」という。)に先立ち、優先株式１株につき２円を限度として優先的に配当金（(以下「優先

配当金」という。)を支払う。

(ロ)中間配当は行わない。

(ハ)ある営業年度における優先配当金の不足額は、翌営業年度以降に累積しない。

(ニ)優先株主又は優先登録質権者に対して優先配当金の額を超えて配当は行わない。

(13) 残余財産の分配

　当社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登録質権者に先立

ち、優先株式１株につき100円を支払う。

　優先株主又は優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。
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(14) 買受又は強制消却

　当社は、平成21年３月１日以降、いつでも優先株式を買受けることができる。

　また、当社は、取締役会の決議により、取得日として定めた日の到来により、優先株式を強制消却(取得を含

む。)することができる。なお、１株あたりの買受価額又は強制消却の対価は、優先株主又は優先登録質権者に対

して、優先株式１株につき発行価額に1.05を乗じた価額とする。

(15) 償還請求権

　優先株主は、平成21年３月１日以降において、直近事業年度の貸借対照表確定時の法令で定める「分配可能

額」から、２億円を控除した額を上限として、優先株式の全部または一部を１株あたり100円で当社に対して償

還(取得を含むものとする。)を請求することができる。ただし、分配可能額は最終営業年度の貸借対照表確定時

に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を分配可能額から控除した金額とする。

(16) 議決権

　優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(17) 株式の併合又は分割

　当社は、法令に定める場合を除き、優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(18) 新株引受権株式等の付与

　当社は、株主に新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株予約権付社債の引受権を与えるときは、各々の場

合に応じて、普通株主には普通株式の、優先株主には優先株式の、新株の引受権、新株予約権の引受権又は新株

予約権付社債の引受権を同時に同一割合で与える。

(19) 転換予約権

　A種優先株主は、下記に定める条件に従い、下記①に定める期間内に転換を請求することにより、１株につき下

記③から⑤に定める転換価額により、A種優先株式を当社普通株式に転換することができる。

①　転換請求期間

　　平成23年３月１日以降とする。

②　転換により発行すべき普通株式数

　　A種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換発行により発行
すべき普通株式数

＝
A種優先株主が転換請求のために
提出したA種優先株式の発行価額総額

÷転換価額

　
　　発行株式数の算出に当たり１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

③　当初転換価額

　　当初転換価額は50円とする。

④　転換価額の修正

　　転換価額は、平成24年３月１日以降、毎年３月１日(以下、それぞれ「転換価額修正日」という。)に、各転換価

額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社JASDAQ証券取引所における当社の普通株式の普

通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正される(修正後転換価額は

円位未満小数点第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期間の初日から転

換価額修正日の前日までの日に、下記⑤で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記

⑤に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転

換価額の50％(以下「下限転換価額」という。ただし、下限転換価額は、下記⑤により転換価額が調整された

場合は調整後転換価額を調整前転換価額で除した比率(以下「調整比率」という。)に応じて調整される。下

限転換価額は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を下回る場合には下限転

換価額をもって、また修正後転換価額が当初転換価額の150％(以下「上限転換価額」という。ただし、上限転

換価額は、下記⑤により転換価額が調整された場合は調整比率に応じて調整される。上限転換価額は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)を上回る場合には上限転換価額をもって修正後

転換価額とする。

⑤　転換価額の調整

ⅰ　当社は、A種優先株式発行後、本号ⅱに掲げる各事由により、当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変

更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額

を調整する。
　

既発行
普通株式

＋
新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
　

ⅱ　転換価額調整式によりA種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

(イ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合。

　調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降、これを適用する。
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(ロ)株式分割により普通株式を発行する場合。

　調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。

　ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通

株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の

終結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能

利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本

組入れの決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、当社

の普通株式を新たに発行する。
　

株式数＝
(
 
調整前
転換価額

－
調整後
転換価額 )

×
調整前転換価額をもって転換により
当該期間内に発行された株式数

調整後転換価額
　

　この場合に、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(ハ)本号ⅳ(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券又は新株予約権の行使によって発行される普通株式１株当たりの発行価額が時価を下回ること

となる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。

　調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換

価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用する。ただ

し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

ⅲ　転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる

限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要と

する事由が発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。

ⅳ(イ)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ロ)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、本号ⅱ(ロ)ただし書の場

合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社JASDAQ証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ハ)転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当

該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。

ⅴ　当社は、本号ⅱの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が適当と判

断する転換価額の調整を行うものとする。

(イ)株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、又は合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

(ロ)その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。

(ハ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥　転換請求受付場所

　　東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

　　日本証券代行株式会社

⑦　転換の効力発生

　　転換の効力は、転換請求書及びA種優先株式の株券が、上記⑥に記載する転換請求受付場所に到達したときに

発生する。ただし、A種優先株式の株券が発行されていないときは、株券の提出を要しない。

(20) 転換後第１回目の普通株式への配当

　優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求が４月１日から９月30

日までになされたときには４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときには10月１日に、それ

ぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 22/108



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年３月26日
(注)１

4,700,00015,417,400498,2003,467,050493,5002,617,887

平成18年２月27日
(注)２

― 15,417,400△3,427,05040,000△2,607,88710,000

平成18年２月28日
(注)３

30,000,00045,417,4001,500,0001,540,0001,500,0001,510,000

(注) １　第三者割当　4,700千株

　　発行価格　　211円(１株につき)

　　資本組入額　106円(１株につき)

　　割当先　北部通信工業株式会社、シグマトロン株式会社、東京コンピュータサービス株式会社

２　資本金及び資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

３　第三者割当　30,000千株(普通株式14,000千株、A種優先株式16,000千株)

　　発行価額　　100円(１株につき)

　　資本組入額　50円(１株につき)

　　割当先　　　TCSホールディングス株式会社

　

(5) 【所有者別状況】

① 普通株式

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 10 40 2 ― 1,2431,298 ―

所有株式数
(単元)

― 602 345 22,203 50 ― 6,21029,4107,400

所有株式数
の割合(％)

― 2.04 1.17 75.50 0.17 ― 21.12 100 ―

(注) １　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が　1単元含まれております。

２　自己株式3,213株は「個人その他」に3,000株、「単元未満株式の状況」に213株が含まれております。

　

② A種優先株式

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 16,000 ― ― ― 16,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100 ―
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(6) 【大株主の状況】

① 普通株式

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

TCSホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 16,700 56.76

北部通信工業株式会社 福島県福島市伏拝字沖27番１号 2,200 7.47

シグマトロン株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 1,514 5.14

コンピュートロン株式会社 群馬県前橋市問屋町１丁目11－２ 1,004 3.41

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目
１番１号

460 1.56

松　浦　行　子 東京都中央区 376 1.28

小　泉　信　一 京都府長岡京市 259 0.88

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目１番１号 250 0.84

加　藤　伸　二 福島県郡山市 148 0.50

石　橋　仁　至　 島根県出雲市 148 0.50

計 ― 23,059 78.38

　

② A種優先株式

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

TCSホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋本町４丁目８－14 16,000 100.00

計 ― 16,000 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種優先株式

16,000,000
―

「１株式等の状況」の「(1)株式の総
数等」の「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,407,000
29,407 ―

単元未満株式
普通株式

7,400
― ―

発行済株式総数 45,417,400― ―

総株主の議決権 ― 29,406 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が 1,000株(議決権の数１個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式213株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アイレックス

神奈川県横浜市都筑区
川和町280番地

3,000 ― 3,000 0.0

計 ― 3,000 ― 3,000 0.0

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 普通株式
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を
行つた取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行つた
取得自己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分
割に係る移転を行つた
取得自己株式

― ― ― ―

その他
(―)

― ― ― ―

保有自己株式数 3,213 ― 3,213 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 26/108



３ 【配当政策】

当社の利益配分につきましては、収益状況に対応した配分を行うことを基本としつつ、今後も予想される

業界における受注や技術力の競争に打ち勝つ企業体質の一層の強化、並びに将来の事業拡大に備えるため

の内部留保の充実などを勘案して決定する方針を採っております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度におきましては、プリント配線板事業の会社分割及び株式譲渡により多額な当期損失を計上

し債務超過となっていることから、債務超過の解消を第一に考え、当期の配当につきましては見送らせてい

ただきたいと存じます。

また、次期の配当につきましては、平成21年3月期において計画通り債務超過が解消されました場合にお

いても、なお利益剰余金に大きなマイナスが残る予想であることから、現時点におきましては見送りを予定

しております。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款において定めております。

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成16年１月 平成16年９月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 295 318 185 300 189 101

最低(円) 75 147 122 96 65 52

(注) １　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　第62期は決算期の変更により、平成16年２月１日から平成16年９月30日までの８ヶ月間となっております。

３　第63期は決算期の変更により、平成16年10月１日から平成17年３月31日までの６ヶ月間となっております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 79 80 75 71 65 81

最低(円) 73 70 71 52 61 54

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表取締役)

馬　場　芳　彦 昭和27年５月30日生

昭和51年４月 ユニデン㈱入社

(注)２ ―

平成９年６月 同社常務取締役

平成10年６月 同社代表取締役社長

平成14年12月 リンクエボリューション㈱代表取

締役社長

平成18年12月 TCSホールディングス㈱入社

北部通信工業㈱取締役副社長就任

(現任)

平成19年１月 当社顧問

平成19年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

常務取締役
システム
本部長

山　口　克　己 昭和33年７月19日生

昭和54年４月 第一生命保険相互会社入社

(注)２ ―

昭和56年１月 日本エス・イー㈱入社

平成４年４月 ㈱イングレス・ジャパン出向

平成５年７月 ザ・アスク・グループ・ジャパン

入社

平成７年４月 東京コンピュータサービス㈱入社

平成15年７月 オープンシステムテクノロジー㈱

入社

平成17年６月 当社出向　システム事業本部部長

平成18年１月 当社執行役員

平成18年４月 当社システム事業本部長

平成19年６月 当社取締役就任

平成19年６月 当社常務取締役就任（現任）

当社システム本部長（現任）

取締役
経営管理
本部長

久次米　正　明 昭和22年２月４日生

昭和44年４月 日本ビクター㈱入社

(注)２ ―

平成14年７月 ㈱ビクター・データ・システムズ

取締役

平成15年７月 同社代表取締役常務取締役

平成16年６月 同社代表取締役社長

平成19年３月 日本ビクター㈱プロシステム事業グ

ループ顧問

平成19年10月 当社入社

当社執行役員営業本部長

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

当社経営管理本部長（現任）

取締役 経理本部長 中　野　浩　樹 昭和36年１月３日生

昭和59年４月 当社入社

(注)２ ―

平成18年４月 当社経理部長

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

当社経理本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 北　川　　　隆 昭和23年12月８日生

昭和46年４月 日本電気㈱入社

(注)２ ―

平成11年４月 日本電気ホームエレクトロニクス㈱

入社

平成12年３月 東京コンピュータサービス㈱入社

平成12年６月 エヌ・ティ・ティ・システム開発㈱

取締役

平成14年４月 エヌ・ティ・ティ・システム開発㈱

常務取締役

平成16年４月 ウェブ・テック㈱取締役

平成16年６月 エヌ・ティ・ティ・システム技研㈱

取締役

平成17年10月 当社顧問

平成18年１月 当社入社

当社常務取締役

平成18年４月 当社経営企画本部長

当社経営企画部長

平成18年６月 当社代表取締役社長就任

平成18年12月 当社品質管理本部長

平成19年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 佐　藤　敏　明 昭和24年５月２日生

昭和48年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入

行

(注)２ ―

平成10年１月 さくら信託銀行㈱出向

常務取締役

平成12年11月 東京コンピュータサービス㈱出向

社長室室長

平成13年６月 同社取締役

平成16年９月 当社監査役就任

平成17年６月 東京コンピュータサービス㈱常務

取締役就任

平成17年10月 TCSホールディングス㈱取締役就

任(現任)

平成18年６月 当社取締役就任(現任)

東京コンピュータサービス㈱専務

取締役就任(現任)

平成19年４月 MUTOHホールディングス㈱代表取

締役社長就任(現任)

取締役 澤　辺　　　功 昭和29年７月22日生

昭和53年４月 日本電気㈱入社

(注)２ 1

平成14年11月 ＮＥＣエレクトロニクス㈱転籍

平成18年２月 当社入社、営業本部長

平成18年６月 当社執行役員、営業本部長

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 29/108



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 横　貝　誠一郎 昭和24年５月10日生

昭和47年４月 ㈱日本長期信用銀行（現㈱新生銀

行）入行

(注)１、
３

―

平成14年１月 ㈱日本ボルチモアテクノロジーズ

平成14年６月 東京コンピュータサービス㈱入社

平成15年９月 ㈱テクノ・セブン入社

平成17年６月 ㈱タカラ・サーミスタ取締役

平成20年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 竹　田　晶　信 昭和34年４月３日生

昭和57年２月 樋口公認会計士事務所入所

(注)１、
４

―

昭和59年８月 一條仁税理士事務所入所

昭和63年８月 ㈱サンアップ入社

平成16年８月 コムシス㈱入社

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 三　垣　　　博 昭和24年８月19日生

昭和47年４月 三井生命保険相互会社(現三井生

命保険㈱)入社

(注)３ ―

平成15年８月 コムシス㈱入社

平成17年４月 アイレックスシステム㈱入社

平成17年６月 ㈱タカラ・サーミスタ監査役(現

任)

平成19年１月

平成20年６月

アルファソフトウェア㈱入社

当社監査役就任(現任)

計 1

(注) １　監査役竹田晶信及び横貝誠一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　監査役横貝誠一郎及び三垣博の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役竹田晶信の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社の企業価値を継続的に高めていくために、「経営の透明性」・「意思決定の迅速化」を重視し、あら

ゆるステイクホルダーに対する説明責任を確立していきたいと考えております。

　

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

①　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の

状況

(イ)会社の機関の内容

企業経営における透明性、健全性向上及び効率性を重視しており、株主等の利益最大化及び投資家の

保護を念頭に取締役会は７名で構成されており、迅速かつ堅実な対応を図るため重要事実についての

情報の共有化・組織の緊密化に取り組んでおります。

　

(ロ)内部統制システムの整備の状況

当社では、業務全般にわたる職務分掌規程及び権限規程が網羅的に整備されており、ルールに基づき

各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂行しております。

また法務案件につきましては、管理部で管理しております。重要な契約書等は原則として全て顧問弁

護士に確認し、不測のリスク回避に努めております。

　

(ハ)リスク管理体制の整備の状況

当社は業務全般にわたって、リスクが存在すること及びリスクを放置することはステイクホルダー

の信頼や当社の経営に重大かつ深刻な影響を与える可能性が高いことを深く認識し、内在する各種リ

スクをどのように管理していくかを経営の最重要課題として考えており、取締役会において適時リス

ク管理に係わる重要な方針について審議・決定しております。

　

(ニ)役員報酬及び監査報酬の内容

取締役及び監査役に支払った報酬

社内取締役 ２名 8,485千円

監査役 １名 6,000千円

監査報酬(当社の会計監査人である新日本監査法人に対する報酬)

公認会計士法第２条

第１項に規定する業

務に基づく報酬

19,709千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。
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②　内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

当社は、社長を内部監査の総責任者としております。また、社内各部署より内部監査担当者を選任し、

その担当者18名において、内部監査室を構成しており、適時会議及び各部署との打ち合わせを開催し、

その進捗及び整合性を図っております。

　また、当社は監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名は社外監査役であり、内外からの監査

を強化し牽制機能を備えております。また、公認会計士及び弁護士資格を有する社外の顧問より適宜、

指導・助言を受け、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行うよう努めております。

会計監査に関しては、新日本監査法人と監査契約を締結しており、会社法及び金融商品取引法上の監

査を受けております。

会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員　業務執行社員　　斉　藤　浩　史 新日本監査法人

指定社員　業務執行社員　　関　谷　靖　夫 新日本監査法人

指定社員　業務執行社員　　岡　本　和　巳 新日本監査法人

(注) １　公認会計士の継続監査年数は、７年以内であるため記載を省略しております。

２　監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補等７名で構成されております。

　

③　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役２名は、TCSホールディングス株式会社グループのグループ会社の従業員であります。

　

④　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

取締役会は定時取締役会として毎月１回、その他必要に応じて臨時取締役会を開催しており、経営方

針及び重要な業務執行の意思決定を迅速に行い、機動的な経営の実現を目指しております。

監査役会は３ヶ月に１回開催しており取締役会及び重要会議に出席した常勤監査役の報告内容を主

な議題とし、協議を行っております。また社外監査役の立場からの客観的意見、見解を柔軟に取り入れ

ることにより、監査内容の充実を図っております。

　

⑤　取締役の定数について

当社は定款において、取締役の員数を12名以内、監査役の員数を４名以内と定めており、取締役の任

期については１年としております。

　

⑥　取締役の選任及び特別決議の決議要件について

当社は、定款において、取締役、監査役の選任決議における定足数(議決権を行使することができる株

主の議決権の過半数を有する株主)を、「３分の１以上」の割合とする旨を定めております。

また、特別決議における定足数を「総株主の議決権の３分の１以上を有する株主」とする旨を定め

ております。

これは、株主の分散化、議決権を行使しない個人投資家の増加等に伴い、特別決議の定足数として総

株主の議決権の過半数を確保することが将来的に難しい場合が生じうることを考慮してのことであり

ます。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日本監

査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 972,223 634,538

　　　受取手形及び売掛金 ※３ 2,511,542 2,082,396

　　　たな卸資産

      短期貸付金　　

　    短期繰延税金資産

526,338

　　　－

　　　－

378,491

   372,110

    42,287

　　　その他 124,017 82,839

　　　貸倒引当金 △3,565 △3,689

　　流動資産合計 4,130,55662.5 3,588,97581.2

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※２

　　　　建物及び構築物 3,047,064 2,494,789

　　　　減価償却累計額 2,237,676809,388 2,325,507169,282

　　　　機械装置及び運搬具 1,914,186 1,890,068

　　　　減価償却累計額 1,862,14352,043 1,874,01716,051

　　　　工具器具備品 1,420,430 1,241,192

　　　　減価償却累計額 1,302,217118,213 1,220,45920,733

　　　　土地 1,068,244 292,741

　　　　建設仮勘定 15,802 －

　　　有形固定資産合計 2,063,69231.2 498,80911.3

　(2) 無形固定資産

　　　　その他 3,796 2,814

　　　無形固定資産合計 3,7960.1
2,814
 

0.1

　(3) 投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ※２ 380,740 291,333

　　　　長期貸付金 15,312 12,943

　　　　破産更生債権等 45,410 42,651

　　　　その他 16,686 24,043

　　　　貸倒引当金 △45,428 △42,668

　　　投資その他の資産合計 412,7216.2 328,3037.4

　　固定資産合計 2,480,20937.5 829,92718.8

　　資産合計 6,610,766100.0 4,418,903100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形及び買掛金 986,675 764,843

　　　短期借入金 ※２ 2,474,872 1,334,796

　　　一年内償還社債 　　　－　　    500,000

　　　未払金 － 306,259

　　　未払法人税等 99,436 63,743

　　　賞与引当金 52,616 103,906

　　　設備購入支払手形 3,576 7,404

　　　事業移転損失引当金 － 367,700

　　　その他 553,171 211,029

　　　流動負債合計 4,170,34763.1 3,659,68382.8

Ⅱ　固定負債

　　　社債 500,000 －

　　　長期借入金 ※２ 105,046 689,250

　　　繰延税金負債 75,630 35,651

　　　退職給付引当金 380,170 376,437

　　　役員退職慰労引当金 － 1,216

　　　リース資産減損勘定 287,168 355,612

　　　その他 4,146 4,757

　　　固定負債合計 1,352,16120.5 1,462,92633.1

　　負債合計 5,522,50883.5 5,122,609115.9

 (純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,540,00023.3 1,540,00034.9

　２　資本剰余金 1,510,00022.9 1,510,00034.2

　３　利益剰余金 △2,274,829△34.5 △3,896,390△88.3

　４　自己株式 △476△0.0 △476△0.0

　　　株主資本合計 774,69411.7 △846,866△19.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

109,2661.7 48,1431.1

　　　評価・換算差額等合計 109,2661.7 48,1431.1

Ⅲ　少数株主持分 204,2963.1 95,0162.2

　　純資産合計 1,088,25716.5 △703,705△15.9

　　負債純資産合計 6,610,766100.0 4,418,903100.0
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② 【連結損益計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 10,938,557100.0 10,288,765100.0

Ⅱ　売上原価 9,932,34990.8 8,821,01285.7

　　　売上総利益　　 1,006,2089.2 1,467,75214.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１

　　　販売費 28,918 26,983

　　　一般管理費 ※２ 649,915678,8336.2 684,519711,5026.9

　　　営業利益 327,3743.0 756,2507.4

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 11,843 5,676

　　　受取配当金 3,953 5,458

　　　賃貸料収入 18,602 12,276

　　　為替差益 97 －

　　　その他 5,100 39,5970.4 3,674 27,0850.3

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 91,763 81,824

　　　売掛債権売却損 4,008 43

　　　持分法投資損失 11,655 －

　　　その他 4,605 112,0331.0 6,191 88,0590.9

　　　経常利益 254,9382.3 695,2766.8

Ⅵ　特別利益

　　　固定資産売却益 ※３ 122 66

　　　貸倒引当金戻入益 176,585 1,718

　　　関係会社清算益 18,937 　 － 　　

　　　会員権売却益 － 500
      その他 － 195,6451.8 70 2,3540.0

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産除却損 ※４ 232 1,888

　　　投資有価証券評価損 1,411 22,291

　　　関係会社清算に伴う
　　　為替換算調整勘定取崩損

738,856 －

　　　減損損失 ※５ － 1,679,218
    　事業移転損失引当金
　　　繰入額　　　　

－ 367,700

　　　棚卸資産評価損 － 107,773

　　　その他 16,285756,7866.9 163 2,179,03521.2
　　　税金等調整前当期純損失 306,203△2.8 1,481,404△14.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

119,691 108,358

　　　法人税等調整額 △4,494 115,1961.1 △17,830 90,5270.9

　　　少数株主利益 68,1120.6 49,6280.5

　　　当期純損失 489,512△4.5 1,621,560△15.8
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(千円)1,540,0001,510,000△1,785,317 △363 1,264,319

当連結会計年度中の変動額

　自己株式の増加 － － － △112 △112

　当期純損失 － － △489,512 － △489,512

　株主資本以外の項目の
　当連結会計年度中の
　変動額(純額)

－ － － － －

当連結会計年度中の
変動額合計　(千円)

－ － △489,512 △112 △489,625

平成19年3月31日残高(千円)1,540,0001,510,000△2,274,829 △476 774,694

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(千円) 154,013△744,329△590,316 64,706 738,709

当連結会計年度中の変動額

　自己株式の増加 － － － － △112

　当期純損失 － － － － △489,512

　株主資本以外の項目の
　当連結会計年度中の
　変動額(純額)

△44,746 744,329 699,583 139,590 839,173

当連結会計年度中の
変動額合計(千円)

△44,746 744,329 699,583 139,590 349,547

平成19年3月31日残高(千円) 109,266 － 109,266 204,2961,088,257
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高(千円)1,540,0001,510,000△2,274,829 △476 774,694

当連結会計年度中の変動額

　当期純損失 － － △1,621,560 － △1,621,560

　株主資本以外の項目の
　当連結会計年度中の
　変動額(純額)

－ － － － －

当連結会計年度中の
変動額合計　(千円)

－ － △1,621,560 － △1,621,560

平成20年3月31日残高(千円)1,540,0001,510,000△3,896,390 △476 △846,866

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(千円) 109,266 － 109,266 204,2961,088,257

当連結会計年度中の変動額

　当期純損失 －　　　 － － － △1,621,560

　株主資本以外の項目の
　当連結会計年度中の
　変動額(純額)

△61,122 － △61,122△109,279△170,402

当連結会計年度中の
変動額合計(千円)

△61,122 － △61,122△109,279△1,791,963

平成20年3月31日残高(千円) 48,143 － 48,143 95,016△703,705
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純損失(△) △306,203 △1,481,404

　　　減価償却費 146,144 139,503

　　　減損損失 ― 1,679,218

　　　貸倒引当金の増加額(△減少額) △274,958 △2,636

　　　賞与引当金の増加額(△減少額) 9,037 51,290

　　　退職給付引当金の増加額(△減少額) 7,723 △3,732

　　　役員退職慰労引当金の増加額(△減少額) ― 1,216

　　　受取利息及び受取配当金 △15,796 △11,135

　　　支払利息 91,763 81,824

　　　投資有価証券評価損 ― 22,291
　　　関係会社清算に伴う為替換算調整勘定
　　　取崩損

738,856 ―

　　　固定資産除却損 232 1,888

　　　持分法投資損失(△利益) 11,655 ―

　　　売上債権の減少額(△増加額) △675,764 429,145

　　　たな卸資産の減少額(△増加額) △36,338 147,846

　　　仕入債務の増加額(△減少額) △796,083 △221,831

　　　未払消費税等の増加額(△減少額) 91,437 △9,077

　　　割引手形の増加額(△減少額) 17,241 ―

　　  事業移転損失引当金の増加額(△減少額) ― 367,700

　　　その他 81,202 △158,415

　　　　小計 △909,849 1,033,693

　　　利息及び配当金の受取額 15,503 11,257

　　　利息の支払額 △87,037 △82,488

　　　法人税等の支払額 △72,686 △145,774

　　営業活動によるキャッシュ・フロー △1,054,069 816,687

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 △38,908 △42,825

　　　定期預金の払戻しによる収入 103,905 42,818

　　　有形固定資産の取得による支出 △106,118 △34,829

　　　有形固定資産の売却による収入 120,114 69

　　　投資有価証券の取得による支出 △2,825 △32,326

　　　子会社株式取得による支出 － △156,815

　　　連結の範囲変更を伴う子会社株式取得に
　　　よる収入

21,946 －

　　　貸付けによる支出 － △641,400

　　　貸付金の回収による収入 － 273,732

　　　会員権の売却による収入 － 900

　　　その他 14,427 △7,829

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 112,540 △598,507

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減(△)額 △203,675 △202,943

　　　長期借入れによる収入 ― ―

　　　長期借入金の返済による支出 △691,309 △352,929

　　　自己株式の取得による支出 △112 ―

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △895,096 △555,872

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 12 ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は
　　減少額(△)

△1,836,613 △337,691

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,769,928 933,315

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 １ 933,315 595,623
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社グループは、当連結会計年度においては、システム

事業の積極的な事業拡大により４期ぶりに黒字に転じま

したが、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注高が

大幅に減少したことにより第62期（平成16年2月1日から

平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額

な営業損失を計上しておりました。また、連結キャッシュ

・フロー計算書における営業活動によるキャッシュ・フ

ローも第63期連結会計年度（平成16年10月1日から平成

17年3月31日の６ヶ月決算）から３期連続してマイナス

となっております。よって、業績は回復基調にあるもの

の、依然として厳しい事業環境にありますので継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

連結財務諸表作成会社である当社は、先の状況を解消

すべく平成17年10月に策定いたしました「中期経営計

画」の推進を通して、一刻も早い赤字体質からの脱却、現

状の市場環境においても利益を確保することができる企

業体質への変革に邁進してまいりました。当該計画は従

来のプリント配線板事業で蓄積したノウハウを生かし、

また、平成17年6月に立ち上げたシステム事業本部の積極

的展開を軸として、当社の親会社であるＴＣＳホール

ディングス株式会社とそのグループ企業とともに、電子

部品製品の開発設計から製品化まで事業範囲を拡大し、

新たな需要の創造と受注の確保、拡大を図る計画であり、

基本コンセプトと当連結会計年度における成果は、以下

のとおりであります。

(1). 電子部品製品におけるトータルソリューション

サービスの展開

プリント基板製造と実装を一体化した受注に

注力し、電子部品製品の開発設計から製品化まで

の一貫受注を目指し、付加価値の極大化を図る。

当該事業の基盤を強固にするため、平成18年2

月24日付けにて株式会社アイレックスインダス

トリアルソリューションズを当社の連結子法人

等といたしました。

(2). プリント配線板製造事業とシステム事業を二本

柱とする

①プリント配線板の設計（パターン設計）及び

製造の従来事業に加え、部品の調達、部品の実

装、製品化及び評価・検証・試験業務まで事

業範囲を拡大する。

当連結会計年度においては、部品の調達、部品

の実装、製品化で400,902千円を売上げました。

②部品・製品の企画、開発、電子回路設計、及びソ

フトウェア開発の事業展開を図る。

当連結会計年度においては、トータルソ

リューションビジネスの基盤をより強固なも

の

にするために従来持分法適用会社であった２

社（㈱アイレックスソハード、アイレックス

システム㈱）の株式を追加取得し連結子会社

とし、またＴＣＳホールディングス株式会社

グループから新たに１社（インフォテック

当社グループは、主要取引先からの携帯電話関連基板

の受注高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年

2月1日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連

続して多額な営業損失を計上し、また連結キャシュ・フ

ロー計算書における営業活動キャシュ・フローも第63期

連結会計年度（平成16年10月1日から平成17年3月31日ま

での６ヶ月決算）から３期連続してマイナスとなってお

りましたが、システム事業の積極的な事業拡大により前

連結会計年度（第65期）において４期ぶりに黒字に転じ

ることができました。当連結会計年度におきましてもプ

リント配線板事業において①営業体制の見直し②生産効

率の徹底した改善③不採算製品の整理④新技術を駆使し

た新規顧客拡大⑤最低限度の生産体制のための人員の削

減見直し等を行い、経営方針の転換を進めてまいりまし

たが、これらの対策も思うように奏功せず、当社のプリン

ト配線板事業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増

し、同セグメントにおいては当事業年度も多額の営業損

失を計上いたしました。また、システム事業においても今

後は競争企業の参入が増加しコスト競争がより激しく

なっていくことが予想されることから、当社は平成20年

４月４日開催の当社取締役会において、平成20年７月１

日をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により

新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を㈱キョ

ウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日開催予

定の定時株主総会に提案することを決定いたしました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議日、並

びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日であります

が、当連結会計年度中における検討の過程等を勘案する

と実質的な意思決定は当連結会計年度内（平成20年３月

期）に行われたと判断できることから、これに係る損失

を当連結会計年度において計上することといたしまし

た。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したこと

によりプリント配線板事業の譲渡価格が確定したことに

伴い、当事業年度末において同事業で使用している製造

設備の減損損失 1,679,218千円を認識いたしました。ま

た、本分割により新会社に承継するプリント配線板事業

に関わる資産及び負債の当連結会計年度末の簿価による

純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事業移転損

失引当金繰入額として認識し、減損損失と合わせて

 2,046,918千円を特別損失に計上いたしました。

これにより、当連結会計年度末におきましては

 703,705千円の債務超過となったことから企業継続性に

ついての重要な疑義が発生いたしておりますが、これに

対しましては、当該会社分割において発生しうる損失の

うち現時点において把握できるすべての損失を当連結会

計年度において計上済みであることから、当社の親会社

であるＴＣＳホールディングス㈱とそのグループ企業と

の協力体制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経

営資源の集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変化に

迅速に対応して経営の改善と安定化を図られる見通しで

あること。また、②会社分割の承継資産対象から除外して

おります横浜工場を売却することにより売却益を計上す

る計画であること。などの諸施策により第67期連結会計

年度末までの債務超過解消に邁進してまいります。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

㈱を連結子会社に加え、システム事業の連結売

上高は6,758,084千円となりました。また、当社

のシステム事業においては、コンプライアンス

確保のため技術者を出向で受け入れ事業を内

製化したことにより収益性の改善を図り、営業

利益は1,176,542千円となりました。

(3). 新規顧客の共同開拓

当社の親会社であるＴＣＳホールディングス

株式会社とそのグループ企業のお取引先、特に電

気メーカー系企業に対し合同新規顧客開拓活動

の展開により顧客層の拡大を目指す。

計画開始から通算して約70社を新規開拓し、

当連結会計年度においては514,238千円を売上げ

ました。

(4). あらゆる製品を積極的に受注

協力（外注）工場を有効活用し、両面～４層基

板の少量生産品も積極的に受注する。

海外協力工場も含め、積極的に展開中でありま

す。

上記のように、当連結会計年度におきましてはグルー

プをあげてシステム事業における事業拡大を図り、また

プリント配線板部門においても、販売面では徹底した不

採算受注撲滅のための受注戦略を採り、原価面において

は従来からの生産性の向上、歩留り改善による変動費の

削減、及び生産高相応に至るまでの固定費の圧縮など徹

底した諸経費削減策を講じたことから、全体として前連

結会計年度よりも売上高で38.2％増加し、原価率でも

18.2％改善した結果、営業利益は黒字化いたしました。

当社グループは利益体質への変革をより一層確実なも

のとする為、翌連結会計年度以降につきましても引き続

き上記諸施策の推進を図ることにより黒字定着を目指し

ていく所存であります。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映

しておりません。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　子会社６社のうち㈱アイレックスソ

ハード、アイレックスシステム㈱、㈱アイ

レックスインダストリアルソリューショ

ンズ、インフォテック㈱、

Rex Technologies Philippines, Inc.の

５社を連結の範囲に含めております。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

株式会社アイレックスソハードは、

平成18年5月1日付けにて同社の株式を

追加取得し、所有割合が60％となったた

め、連結の範囲に含めております。また、

アイレックスシステム㈱とインフォ

テック㈱は、平成18年8月30日付けにて、

それぞれ株式を追加取得し、所有割合が

50％を越えたため連結の範囲に含めて

おります。

他の子会社、REX TECHNOLOGY,INC．は

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金等(持分に見合う

額)がいずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしておりませんので連結の範

囲から除外しております。

　子会社６社のうちアイレックスシス

テム㈱、㈱アイレックスインダストリ

アルソリューションズ、㈱アイレック

スソハード、アイレックスインフォ

テック㈱、Rex　Technologies　

Philippines,Inc.の５社を連結の範囲

に含めております。

他の子会社、REX TECHNOLOGY,INC．

は総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金等(持分に見合

う額)がいずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼしておりませんので連結の

範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事

項

関連会社の㈱アイテクデザイン１社
については持分法を適用しております。
前連結会計年度において持分法適用

会社であったアイレックスシステム㈱
及び㈱アイレックスソハードは当連結
会計年度においてそれぞれ株式を追加
取得し、所有割合が50％を越えたため持
分法の適用から除外し連結子会社とな
りました。
非連結子会社のREX TECHNOLOGY, 　　

　　　 INC．は、当期純損益及び利益剰余
金等に与える影響が軽微であり、かつ全
体としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

関連会社の㈱アイテクデザイン１社
については持分法を適用しております。
非連結子会社のREX TECHNOLOGY, 　　

　　　 INC．は、当期純損益及び利益剰余
金等に与える影響が軽微であり、かつ全
体としての重要性もない為、持分法を適
用しておりません。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうちRex Technologies

Philippines, Inc.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては12月31日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上、必要な調

整を行っております。

　また、それ以外の連結子会社の事業年

度末日と連結決算日は一致しておりま

す。

　連結子会社のうちRex Technologies

Philippines, Inc.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては12月31日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上、必要な調

整を行っております。

　また、それ以外の連結子会社の事業年

度末日と連結決算日は一致しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券 その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　　同左

時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

　　　　　　　同左

　　(ロ)たな卸資産 製品

　総平均法による原価法

製品

　　　　　　　同左

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法によ

る原価法

システム開発事業：個別法によ

る原価法

仕掛品

　　　　　同左

原材料

　月次移動平均法による原価法

原材料

　　　　　　　同左

貯蔵品

　最終仕入原価法

　但し、一部の貯蔵品については月次移

動平均法による原価法

貯蔵品

　　　　　　　同左

　　(ハ)デリバティブ取引 時価法

なお、ヘッジの有効性が確認されたも

のについてはヘッジ会計を適用してお

ります。

―――――――

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産
主に定額法

有形固定資産
　　　　　　同左

無形固定資産

　定額法

　但し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

無形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金 　期末債権の貸倒損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

　　(ロ)賞与引当金 　従業員賞与の支給に備えて支給見込

額基準により計上しております。

同左

　  (ハ)退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上し

ております。

　また、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数(10年)による定額法により翌

連結会計年度から費用処理しておりま

す。

同左

　　(ニ)役員退職慰労引当金 　　　　　――――――― 　一部の連結子会社で役員の退職慰労

金の支出に備えるため、役員退任慰労

金規程に基づく当連結会計年度末にお

ける要支給額を計上しております。

　　(ホ)事業移転損失引当金 　　　　　――――――― 　会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込額を計上しており

ます。

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理

なお、為替予約等が付されている

外貨建金銭債権債務については振

当処理を行っております。

　　　　　―――――――

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

デリバティブ取引(為替予約等

取引)

・ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針

　　社内規程に基づき、通常の営業取引

に係る為替変動リスク回避の目的

で実需の範囲内で利用しており、

投機目的のためのデリバティブ取

引は行っておりません。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(6) 消費税等の会計処理方　　

　　　法

５　連結子会社の資産及び負

　　債の評価に関する事項

④　ヘッジ有効性評価の方法　

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、高い有効性が

明らかに認められるため、ヘッジの有

効性の判定を省略しております。

当社及び国内子会社は税抜方式によっ

ております

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っておりま

す。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左
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会計方針の変更
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

883,960千円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

―――――――――

 

　　　　　　　　――――――――― （役員退職慰労引当金の新設） 

　従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当金

は支出時に費用処理しておりましたが、「租税特別措

置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並び

に役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会　監査・保証実務委員会報告第

42号）が平成19年４月13日に発表されたことを機に、

役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴

い、連結会計年度末に在任している取締役及び監査役

に対して当連結会計年度末までに発生していると認め

られる金額を同規程に基づき計算し役員退職慰労引当

金として計上しております。 

　この結果、営業利益、経常利益が1,216千円少なく計上

されており、税金等調整前当期純損失は同額多く計上

されております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

 

　
表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――――――

 

（連結貸借対照表）

（短期貸付金）　

　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」（前連結会計

年度2,074千円)は資産総額の100分の5を超えたため、

当連結会計年度より区分掲記しております。

（短期繰延税金資産）

　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期繰延税金資産」（前連

結会計年度27,705千円)は重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記しております。

 

―――――――――

 

(連結貸借対照表）

　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払金」(前連結会計年度

331,071千円)は、負債純資産総額の100分の５を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。
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追加情報
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（1) 連結子会社の財務諸表の作成基準

　連結子会社Rex Technologies Philippines,Inc.は

平成14年12月に閉鎖を決定し、平成15年３月18日開催

の株　主総会によって解散を決議しました。このため、

当該連結子会社は、平成14年12月31日に終了する事業

年度以降の財務諸表作成に当たり、企業継続を前提に

した基準から清算を前提にした基準に変更しておりま

す。したがって、当該連結子会社の財務諸表は、資産に

ついては処分可能見込み額にて、また、負債については

支払見込み額によって作成しております。

(1) 連結子会社の財務諸表の作成基準
同左

(2) 賞与引当金の計上 

当連結会計年度より、当社システム事業本部の賞与

支給基準が具体的に定められたため、当該基準に基づ

き計上しております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上さ

れており、税金等調整前当期純損失は同額多く計上さ

れております。 
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　１ 受取手形割引高 24,470千円

売掛債権譲渡高 165,282千円

　１ 　　　　　　　―――――――

※２　担保資産

建物及び構築物 800,627千円

機械装置及び運搬具 4,977千円

工具器具備品 99千円

土地 1,062,957千円

投資有価証券 260,422千円

計 2,129,085千円

※２　担保資産

建物及び構築物 165,718千円

機械装置及び運搬具 852千円

工具器具備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円

　　　上記に対する債務

１年内に返済する長期借入金 105,672千円

長期借入金 105,046千円

短期借入金 1,256,943千円

割引手形 24,470千円

計 1,492,131千円

　　　上記に対する債務

１年内に返済する長期借入金 118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円

※３　期末日満期手形の会計処理
　　　期末日満期手形の会計処理については、満期日に　　
　　決済が行われたものとして処理しております
　　　なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であっ　　
　　たため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行わ
　　れたものとして処理しております。

受取手形 157千円

割引手形 841千円

※３　　　　　　　　―――――――

４　 連結財務諸表提出会社は、運転資金の効率的な調
　　達を行うため、取引銀行１行と当座借越契約を締結
　　しております。これら契約に基づく当連結会計年度
　　末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 67,943千円

差引額 332,056千円

４　 連結財務諸表提出会社は、運転資金の効率的な調
　　達を行うため、取引銀行１行と当座借越契約を締結
　　しております。これら契約に基づく当連結会計年度
　　末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円

　

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 50/108



(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

報酬及び給与 361,472千円

賞与引当金繰入額 4,384千円

退職給付費用 27,498千円

貸倒引当金繰入額 1,492千円
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

報酬及び給与 366,720千円

賞与引当金繰入額 7,437千円

退職給付費用 19,726千円

貸倒引当金繰入額 502千円

※２　研究開発費の総額

　　　一般管理費に含まれる研究開発費はありません。
　

※２　研究開発費の総額
　　　　　　　　　　　同左

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 122千円
　

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 66千円
　

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 57千円

工具器具備品 175千円

合計 232千円
　
 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 1,888千円

　
※５　減損損失 　　　　　　　　　　

　当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。　　　　　　　　　　

場　所  用　途 種　　類  

本社工場 

及び 

横浜工場

 

プリント

配線板

製造設備

 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具

工具器具備品 

土地 

リース資産 

無形固定資産

（経緯）

　継続的に営業損失を計上している資産グループ、及

び遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。　

（減損損失の金額）

種　　　類   金　　　額 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具 

工具器具備品

土地 

リース資産

無形固定資産 

   557,777千円

   57,929千円

66,367千円

　775,503千円

220,379千円

1,261千円

合計  1,679,218千円

（グルーピングの方法）

　当社グループは、減損会計の適用に当たって、事業の

セグメント別にグルーピングしているほか、賃貸用不

動産を単位として行っております。

（回収可能価額の算定方法等） 

　回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30

日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの

間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ

シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい

る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業

の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して

おります。 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,241 972 － 3,213

　
（変動事由の概要）

増加額の主な内訳は次のとおりであります。

　　単元未満株式の買い取りによる増加　　　　972株

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,417,400 － － 29,417,400

A種優先株式（株） 16,000,000 － － 16,000,000

計 45,417,400 － － 45,417,400

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,213 － － 3,213

　
（変動事由の概要）

記載事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 972,223千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △38,908千円

現金及び現金同等物 933,315千円

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 634,538千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △38,914千円

現金及び現金同等物 595,623千円

２　株式の追加取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

　株式の追加取得により新たに株式会社アイレックス

ソハード、アイレックスシステム株式会社、並びにイン

フォテック株式会社を連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債内訳並びに株式の取得価額と取得によ

る収入（純額）との関係は次のとおりであります。

株式会社アイレックスソハード

(平成18年３月31日現在)

流動資産 77,260千円

固定資産 328千円

流動負債 △20,800千円

固定負債 △306千円

連結調整勘定 △802千円

少数株主持分 △22,592千円

株式の追加取得時点の

持分法による取得価額

△13,086千円

株主の取得価額 20,000千円

現金及び現金同等物 47,346千円

差引：新規連結子会社株式

取得による収入
27,346千円

アイレックスシステム株式会社
(平成18年９月30日現在)

　　　　　　

　　　　　　――――――――

流動資産 130,829千円

固定資産 13,805千円

流動負債 △78,226千円

固定負債 △4,106千円

連結調整勘定 1,900千円

少数株主持分 △28,035千円

株式の追加取得時点の

持分法による取得価額

△29,866千円

株主の取得価額 6,300千円

現金及び現金同等物 12,101千円

差引：新規連結子会社株式

取得による収入
5,801千円

インフォテック株式会社
(平成18年９月30日現在)

流動資産 68,313千円

固定資産 11,268千円

流動負債 △35,148千円

固定負債 △1,885千円

連結調整勘定 1,700千円

少数株主持分 △20,848千円

株主の取得価額 23,400千円

現金及び現金同等物 12,198千円

差引：新規連結子会社株式

取得による支出
11,201千円

　
次へ
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置

工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額
(千円)

1,334,129150,97124,4001,509,500

減価償却
累計額
相当額
(千円)

505,85669,86617,167592,891

減損損失
累計額
相当額
(千円)

448,26772,661 1,180522,109

期末残高
相当額
(千円)

380,0058,442 6,051394,499

　

機械及び
装置

工具器具
備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額
(千円)

1,214,96996,52521,0001,332,494

減価償却
累計額
相当額
(千円)

557,60828,38918,069604,067

減損損失
累計額
相当額
(千円)

598,25464,682 2,500665,437

期末残高
相当額
(千円)

59,105 3,452 430 62,989

　
　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

１年内 264,469千円

１年超 449,936千円

合計 714,405千円

リース資産減損勘定期末残高 287,168千円

　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

１年内 180,453千円

１年超 269,482千円

合計 449,936千円

リース資産減損勘定期末残高 335,612千円

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 311,760千円

リース資産減損勘定の取崩額 166,854千円

減価償却費相当額 115,703千円

支払利息相当額 37,605千円

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額 、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 292,584千円

リース資産減損勘定の取崩額 151,935千円

減価償却費相当額 111,130千円

支払利息相当額 27,530千円

減損損失　　 　220,379千円

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

　　　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

前連結会計年度(平成19年３月31日) 当連結会計年度(平成20年３月31日)

取得原価
(千円)

連結貸借対
照表計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対
照表計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　株式 140,171334,288194,11790,113187,59097,477

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　株式 60,633 46,451△14,181120,726103,742△16,983

合計 200,804380,740179,935210,840291,33380,493

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　
２　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

３　時価評価されていない主な有価証券

前連結会計年度(平成19年３月31日)及び当連結会計年度(平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

　

　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　

１　取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的

　当社及び子会社は、通常業務を遂行する上で、外貨建債権債務に係る将来の為替相場の変動によるリスクを回

避する目的で、先物為替予約取引を行っております。

②　取引に対する取組方針

　先物為替予約取引は、外貨建取引金額の範囲内で行っており、また売買益を目的とした投機的な取引は一切行

わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

　当社及び子会社が利用している先物為替取引は、為替変動によるリスクを有しております。また当社及び子会

社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行による

リスクはほとんどないと認識しております。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引のリスク管理については、当社及び各子会社の経理規程に従い、経理部長が管

理し、予約取引の内容を毎月の定例会議にて報告することとなっております。

　

　２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等・時価及び評価損益

　

　該当事項はありません。

　
　 　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

１　取引の状況に関する事項

     該当事項はありません。

　２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等・時価及び評価損益

　

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度並びに複数事業

主制度による企業年金制度を設けております。また、従

業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理

計算上の退職給付債務の対象とされない割増退職金を

支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △540,038千円

②　年金資産 146,763

③　未積立退職給付債務(①＋②) △393,275

④　未認識数理計算上の差異 13,105

⑤　会計基準変更時差異の未処理額 －

⑥　退職給付引当金(③＋④＋⑤) △380,170

　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度並びに複数事業

主制度による企業年金制度を設けております。また、従

業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理

計算上の退職給付債務の対象とされない割増退職金を

支払う場合があります。

　　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

　(1)制度全体の積立状況に関する事項

（平成19年３月31日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　関東鍍金厚生年金基金 

年金資産の額 32,250,986千円

年金財政計算上の給付債務の額 39,186,337千円

差引額 △6,935,351千円

　(2)制度全体に占める当企業グループの掛金拠出割合

（平成19年３月31日現在）

4.39％

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 42,123千円

②　利息費用 11,624

③　期待運用収益(年金資産) △3,056

④　数理計算上の差異の費用処理額 14,548

⑤　会計基準変更時差異の費用処理額 －

小計 65,239

⑥　厚生年金基金拠出金 62,426

合計 127,665

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、①勤務費用に計上しております。
　

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △431,638千円

②　年金資産 106,406

③　未積立退職給付債務(①＋②) △325,232

④　未認識数理計算上の差異 △51,205

⑤　会計基準変更時差異の未処理額 －

⑥　退職給付引当金(③＋④＋⑤) △376,437

　(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付費用の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 10年

(発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により、翌連結会計年度から費用処理して

おります)

⑤　会計基準変更時差異の処理年数 ５年
　

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 36,181千円

②　利息費用 10,529

③　期待運用収益(年金資産) △2,935

④　数理計算上の差異の費用処理額 10,933

⑤　会計基準変更時差異の費用処理額 －

小計 54,709

⑥　厚生年金基金拠出金 47,398

合計 102,107

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、①勤務費用に計上しております。
　

５　企業年金制度に関する事項

　当社グループの加入する厚生年金基金（代行部分

を含む）は総合設立方式であり、自社の拠出に対応

する年金資産の額を合理的に計算することができな

いため、退職給付に係る会計基準(企業会計審議会:

平成10年6月16日)注解12(複数事業主制度の企業年

金について)により、年金基金への要拠出額 62,426

千円を退職給付費用として処理しております。

なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成19

年3月31日現在の掛金拠出割合を基準として計算し

た当社グループ分の年金資産額は 1,537,093千円で

あります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付費用の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 1.1％

③　期待運用収益率 2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 10年

同左

⑤　会計基準変更時差異の処理年数 ５年

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号

　平成19年５月15日）を適用しております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項ありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項ありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　税務上の繰越欠損金 1,813,153千円

　　未払事業所税 5,893千円

未払事業税 12,143千円

　　貸倒引当金 9,119千円

　　賞与引当金 24,056千円

　　一括償却資産 1,987千円

　　退職給付引当金 154,757千円

有価証券評価損 2,546千円

　　会員権評価損 11,658千円

　　減損損失 449,981千円

　　その他 △216千円

　　　繰延税金資産小計 2,485,080千円

　　評価性引当金 △2,449,624千円

　　　繰延税金資産合計 35,455千円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 75,630千円

　　　繰延税金負債合計 75,630千円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　　税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

　　未払事業所税 5,969千円

未払事業税 8,227千円

　　貸倒引当金 8,666千円

　　賞与引当金 42,948千円

　　一括償却資産 918千円

　　退職給付引当金 153,136千円

　　役員退職慰労引当金 497千円

有価証券評価損 12,040千円

　　会員権評価損 8,041千円

　　棚卸資産評価損 43,799千円

　　減損損失 1,177,637千円

　　その他 5,085千円

　　　繰延税金資産小計 3,188,051千円

　　評価性引当金 △3,136,429千円

　　　繰延税金資産合計 51,622千円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 35,651千円

　　　繰延税金負債合計 35,651千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

しておりません。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　　　　　　　同左
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

（共通支配下の取引等）

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法形式、結合企業名の

名称、並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

結合当事企業 事業の内容

① アイレックスシステム㈱ システム事業

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ システム事業

③ ㈱アイレックスソハード システム事業

④ アイレックスインフォテック㈱ システム事業

(2) 企業結合の法形式

少数株主より子会社株式を取得する方式

(3) 取引の目的を含む取引の概要

　有価証券報告書提出会社は、当連結会計年度中に上記４社の子会社株式を追加取得いたしま

した。当該取引は、当社グループにおける当社の子会社統制をさらに強化するために実施した

ものであります。

２．実施した会計処理の概要

　当該取引は、少数株主との取引に該当いたします。追加取得した株式に対応する持分を少数株主

持分から減額し、追加取得により増加した親会社の持分を追加投資額と相殺消去し、追加取得持分

と追加投資額との間に生じた差額をのれん、又は負ののれんとして処理しております。

３．被取得企業の取得原価

結合当事企業
取得原価
（千円）

取得原価の内訳

①アイレックスシステム㈱ 37,992普通株式の取得代金

②
㈱アイレックスインダストリアルソリュー
ションズ

86,023普通株式の取得代金

③㈱アイレックスソハード 14,800普通株式の取得代金

④アイレックスインフォテック㈱ 18,000普通株式の取得代金

合計 156,815

　

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

結合当事企業
のれん又は

負ののれん（△）
（千円）

① アイレックスシステム㈱ △3,244

② ㈱アイレックスインダストリアルソリューションズ △916

③ ㈱アイレックスソハード 226

④ アイレックスインフォテック㈱ 1,840

(2) のれんの発生原因

　当社が追加取得した取得原価と追加取得により減少する少数株主持分の間に差額が生じたた

めであります。

(3) のれんの償却の方法及び償却期間

　５年間で均等償却
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５．企業結合契約に規定される条件付き取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理方針

　当該４銘柄の株式の譲渡に当たっては、すべて当該企業の取締役会の決議を必要とする旨の譲渡

制限事項がございます。

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

プリント

配線板事業

（千円）

システム

事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

Ⅰ　売上高

(1)外部顧客に対する売上高 4,180,4736,758,08410,938,557 － 10,938,557

(2)セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

－ － － － －

計 4,180,4736,758,08410,938,557 － 10,938,557

　　営業費用 5,029,6415,581,54110,611,183 － 10,611,183

　　営業利益又は営業損失（△） △849,1681,176,542327,374 － 327,374

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支
出

資産 3,962,3622,070,2286,032,591578,1746,610,766

減価償却費 145,519 625 146,144 － 146,144

資本的支出 72,930 2,774 75,704 △265 75,439

（注）１．事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・販売

を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分しておりま

す。

２．各事業区分の主要な製品・サービス等

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評価・

検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサルテー

ション、インターネット関連等。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(578,174千円)の主なものは、本社での運転資金(現

金及び預金)であります。
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当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

プリント

配線板事業

（千円）

システム

事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

Ⅰ　売上高

(1)外部顧客に対する売上高 2,976,0717,312,69310,288,765 － 10,288,765

(2)セグメント間の内部売上高
　 又は振替高

－ － － － －

計 2,976,0717,312,69310,288,765 － 10,288,765

　　営業費用 3,857,0835,450,2499,307,333225,1819,532,514

　　営業利益又は営業損失（△） △881,0111,862,443981,432△225,181756,250

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び
資本的支出

資産 1,973,6761,883,9583,857,635561,2684,418,903

減価償却費

減損損失

124,411

1,679,218

828

－

125,240

1,679,218

14,262

－

139,503

1,679,218

資本的支出 47,853 1,689 49,542 790 50,332

（注）１．事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、事業の性質、製品の種類等の類似性を考慮して、プリント配線板の製造・販売

を中心としたプリント配線板事業と、ソフトウェア開発等を中心としたシステム事業に区分しておりま

す。

２．各事業区分の主要な製品・サービス等

(1) プリント配線板事業……両面、多層プリント配線板、部品搭載、電子製品の組み立て加工。

(2) システム事業……………電子回路設計開発、ハードウェア開発、各種システムテスト・総合評価・

検査及び品質保証業務、アプリケーション開発、システムコンサルテー

ション、インターネット関連等。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(561,268千円)の主なものは、本社での運転資金(現

金及び預金)、及び貸付金等であります。

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は225,181千円であり、当社の管

理部門に係る費用であります。

　 ５.「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、一部の連結子会社において役員退職慰労引当金は支出時に費

用処理しておりましたが、当連結会計年度から発生時に費用処理する方法に変更しております。

　この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等

に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協会　監査・保証実務委員会報告第42号)が平成19年4月13日に

発表されたことを機に、役員退職慰労引当金に係る規程を整備したことに伴うものであります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「システム事業」の営業費用が1,216千円多く、営

業利益が同額少なく計上されております。

（追加情報）

従来、当社管理部門は主にプリント配線板事業に従事していたため当該部門の費用は同事業

に帰属するものとして処理しておりましたが、システム事業の取引高の増加、及び出向社員を含

む従業員の増加等に伴いシステム事業に係る事務処理の負担が増大したため、当該部門の費用

はプリント配線板事業セグメントから除外し全社費用として処理することといたしました。こ

の結果、従来の方法によった場合に比べ、プリント配線板事業の営業費用は225,181千円減少し、

営業損失が同額減少しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)及び当連結会計年度(平成19年４月１日～

平成20年３月31日)においては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める日本の割合が、いずれも90％超でありますので、所在地別セグメントの記載を省略してお

ります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社

TCSホール

ディングス

㈱

東京都

中央区
225,000持株会社

直接

　56.79%

間接

　17.33%

兼任
2名

資本・

業務提

携先

資金の借入

利息の支払

180,000

8,358
短期借入金 500,000

消費寄託

利息の受取

1,820,000

11,016
― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証

612,257― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)　１　資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

２　債務被保証について、保証料の支払いは行っておりません。
３　取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の

近親者

が議決

権の過

半数を

所有す

る会社

高栄商産㈱
群馬県

前橋市
10,000リース業 ―

兼任
1名

機械設

備、事

務機器

の貸借

リース料の

支払
 100,033

―
―

531,431未経過リー

ス料期末残

高相当額

―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)　１　取引条件は、一般的な取引実勢に基づき交渉のうえ決定しております。

２　貸借を受けている機械設備には、当社が購入した機械設備を高栄商産㈱が買い取り、賃貸しているものが含ま
れております。

３　取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
４　当社役員の髙山允伯の近親者が全株式を直接所有しております。

　

(3)子会社等

重要性がないため記載を省略しております。
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(4)兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

㈱テクノ・

セブン

東京都

台東区
1,141,620

事務機器

製造・販売
―%

兼任
1名

取引先
事務機器

製品の販売
375,089売掛金 90,241

親会社

の子会

社

北部通信

工業㈱

福島県

福島市
310,000

部品実装・

製品組み立て

直接

7.48%

兼任
1名

取引先

プリント配

線板の販売
95,484売掛金 2,582

事務機器製

品の組立委

託

366,722
買掛金 88,716

未収入金 4,898

親会社

の子会

社

東京コン

ピュータ

サービス㈱

東京都

中央区
100,000

各種ソフト

ウェア開発・

製造

―%
兼任
2名

取引先

システム開

発業務の受

託

474,320売掛金 244,639

システム開

発業務の委

託

1,441,503買掛金 142,590

技術者の

出向

296,970
 

未払金 49,609

債務被保

証
300,000－ －

１　取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格等の他の取引条件は市場価格、総原価を勘案して決定しており、その他の取引条件については他の取引先と同

様に決定しております。

２　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。

　

当連結会計年度(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の
関係

親会社

TCSホール

ディングス

㈱

東京都

中央区
225,000持株会社

直接

　56.79%

間接

　17.33%

兼任
2名

資本・

業務提

携先

利息の支
払

消費寄託

10,027
540,000

短期借入金

未払費用

500,000
　 　849

利息の受取 4,027
短期貸付金

―

270,000
―

当社銀行借
入に対する
債務被保証

432,500― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)  １　資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

２　債務被保証について、保証料の支払いは行っておりません。
３　取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の

近親者

が議決

権の過

半数を

所有す

る会社

高栄商産㈱
群馬県

前橋市
10,000リース業 ―

兼任
1名

機械設

備、事

務機器

の貸借

リース料の

支払
90,680

―

―

 

　424,967

未経過リー

ス料期末残

高相当額

―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)　１　取引条件は、一般的な取引実勢に基づき交渉のうえ決定しております。

２　貸借を受けている機械設備には、当社が購入した機械設備を高栄商産㈱が買い取り、賃貸しているものが含ま
れております。

３　取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
４　当社役員の髙山允伯の近親者が全株式を直接所有しております。

　

(3)子会社等

重要性がないため記載を省略しております。

　

(4)兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

㈱テクノ・

セブン

東京都

台東区
1,141,620

事務機器

製造・販売
―%

兼任
1名

取引先

事務機器

製品の販売

部品材料仕

入

ソフトウェ

ア購入

経費

449,747
     107

268
988

売掛金

買掛金

未払金

　　－

98,864
　　　86
 　　112
－

親会社

の子会

社

北部通信

工業㈱

福島県

福島市
310,000

部品実装・

製品組み立て

直接

7.48%

兼任
2名

取引先

プリント配

線板の販売
35,737売掛金 3,366

事務機器製

品の組立委

託

製品補償費

442,537
　　

    　12

買掛金 90,601

未収入金 6,073
　　

親会社

の子会

社

東京コン

ピュータ

サービス㈱

東京都

中央区
100,000

各種ソフト

ウェア開発・

製造

―%
兼任
2名

取引先

システム開

発業務の受

託

14,929
売掛金

立替金

7,638
　　　76

システム開

発業務の委

託

927,548買掛金 237,022

技術者の

出向受入

建物の賃借

従業員の出

向

556,741
　　2,855
　　588

未払金

敷金

46,938
 　1,202

　　　　

債務被保証 259,500－ －

１　取引条件ないし取引条件の決定方針等

価格等の他の取引条件は市場価格、総原価を勘案して決定しており、その他の取引条件については他の取引先と同

様に決定しております。

２　取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。
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（１株当たり情報)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 △ 24円 34銭１株当たり純資産額 △81円   55銭

１株当たり当期純損失 16円 64銭１株当たり当期純損失 55円   12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,088,257 △703,705

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)
　（うちＡ種優先株式）
　（少数株主持分）

1,804,296
（　1,600,000　）
（　  204,296　）

1,695,016
（　　1,600,000 ）
（　　　95,016  ）

普通株式に係る純資産額(千円) △716,039 △2,398,722

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 3,213

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

29,414,187 29,414,187
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２　１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純損失(千円) 489,512 1,621,560

普通株式に係る当期純損失(千円) 489,512 1,621,560

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,347 29,414,187

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に
用いられた当期純利益調整額の主要な内訳
　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　―　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　―
　　　　　　　　　　　　　　

当期純利益調整額（百万円） ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳

(千株）

新株予約権 ― ─

　
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

　
A種優先株式 16,000千株の普
通株式への転換予約権の行使
による株式の増加
（A種優先株式の概要）
①発行価額

１株につき　　100円
②発行価額の総額

1,600,000千円
③転換請求期間

平成23年３月１日以降
④当初転換価額

１株につき　　 50円

A種優先株式 16,000千株の普
通株式への転換予約権の行使
による株式の増加
（A種優先株式の概要）
①発行価額

１株につき　　100円
②発行価額の総額

1,600,000千円
③転換請求期間

平成23年３月１日以降
④当初転換価額

１株につき　　 50円
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(重要な後発事象)

　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――――  当連結会計年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役会

決議に基づき、プリント配線板事業の会社分割による譲

渡に当たり、同事業において製造の用に供している本社

工場の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行しており

ます。

(1)平成20年４月23日　取締役会決議

　　資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

　　借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

　　金額
： 540,000千円

　　利率 ： 年　2.00%

　　実行日 :平成20年４月30日

　　返済期限 :平成20年９月30日

　　弁済方法 ：一括返済
　　担保及び保証

(2)平成20年５月15日
　

   資金使途

　 借入先

   金額

   利率

   実行日

 　返済期限

 　弁済方法

　 担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

：

：

無担保、無保証

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年　2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社
アイレックス

第１回無担保社債
平成15年
９月25日

500,000
500,000
(500,000)

年1.9 無担保
平成20年
９月25日

合計 ― ― 500,000
500,000
(500,000)

― ― ―

(注) １　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　 ２　当期残高欄の（　　）書きは、１年以内償還予定の金額を示しております。

　
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

500,000 ― ― ― ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,256,9431,024,000 2.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 217,929 310,796 3.3 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

105,046 689,250 3.3平成23年12月31日

合計 2,579,9182,024,046― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率にて記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 270,500 243,750 175,000 －

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 578,174 274,635

　　　受取手形 ※３ 41,513 30,837

　　　売掛金 2,105,636 1,677,042

　　　製品 263,024 97,729

　　　原材料 107,316 69,175

　　　仕掛品 145,878 202,610

　　　貯蔵品 10,004 8,801

　　　前払費用 23,961 20,526

　　　未収入金 20,816 10,498

　　  関係会社短期貸付金 　　　－   　270,000

　　　立替金 523 223

　　　その他 29,333 31,082

　　　貸倒引当金 △1,666 △1,366

　　流動資産合計 3,324,51756.4 2,691,79872.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　　　建物 2,954,895 2,409,144

　　　　減価償却累計額 2,155,535799,359 2,242,624166,520

　　　　構築物 91,481
 

84,957

　　　　減価償却累計額 81,802 9,679 82,423 2,534

　　　　機械及び装置 1,911,920 1,888,119

　　　　減価償却累計額 1,859,90852,012 1,872,07316,046

　　　　車両及び運搬具 2,266 1,949

　　　　減価償却累計額 2,235 31 1,944 5

　　　　工具器具及び備品 1,419,412 1,240,374

　　　　減価償却累計額 1,301,581117,830 1,220,02120,353

　　　　土地 1,068,244 292,741

　　　　建設仮勘定 15,802 －

　　　有形固定資産合計 2,062,96035.0 498,20113.3
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　　　ソフトウェア 1,243 1,385

　　　　電話加入権 1,423 512

　　　　水道施設利用権 562 103

　　　無形固定資産合計 3,2290.0 2,0010.1

　３　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ※２ 368,997 250,796

　　　　関係会社株式 117,350 274,165

　　　　出資金 100 10

　　　　従業員長期貸付金 12,312 11,775

　　　　破産更生債権等 45,410 42,651

　　　　施設利用権 2,333 1,933

　　　　その他 5,396 3,539

　　　　貸倒引当金 △45,410 △42,661

　　　投資その他の資産合計 506,4898.6 542,21014.5

　　固定資産合計 2,572,67943.6 1,042,41227.9

　　資産合計 5,897,197100.0 3,734,211100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形 170,706 131,932

　　　買掛金 624,091 488,453

　　　短期借入金 ※２ 1,756,943 503,000

　　　関係会社短期借入金 500,000 500,000

      １年内返済長期借入金 ※２ 217,929 310,796

　　  １年内償還社債 　　　－  　500,000

　　　未払金 310,576 283,524

　　　未払費用 58,209 50,465

　　　未払法人税等 18,798 19,394

　　　未払消費税等 89,306 69,927

　　　預り金 20,252 3,038

　　　賞与引当金 － 21,035

　　　前受収益 439 440

　　　設備購入支払手形 3,576 7,404

　　　事業移転損失引当金 － 367,700

　　　その他 14,341 14,688

　　流動負債合計 3,785,16964.2 3,271,80287.6

Ⅱ　固定負債

　　　社債 500,000 －

　　　長期借入金 ※２ 105,046 689,250

　　　繰延税金負債 75,630 35,651

　　　退職給付引当金 366,621 356,110

　　　リース資産減損勘定 287,168 355,612

　　　その他 2,500 2,500

　　固定負債合計 1,336,96622.7 1,439,12438.5

　　負債合計 5,122,13686.9 4,710,927126.2
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,540,00026.1 1,540,00041.2

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,510,000 1,510,000

　　　　資本剰余金合計 1,510,00025.6 1,510,00040.4

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 10,000 10,000

　　　　繰越利益剰余金 △2,394,931 △4,088,314

　　　　利益剰余金合計 △2,384,931△40.4 △4,078,314△109.2

　４　自己株式 △476 0.0 △476 0.0

　　　株主資本合計 664,59211.3 △1,028,790△27.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

110,4681.8 52,0741.4

　　　評価・換算差額等合計 110,4681.8 52,0741.4

　　純資産合計 775,06113.1 △976,716△26.2

　　負債純資産合計 5,897,197100.0 3,734,211100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　売上高 8,956,124100.0 7,647,242100.0

Ⅱ　売上原価

　　　製品期首たな卸高 240,171 263,024

　　　当期製品製造原価 6,862,352 5,439,490

　　　当期製品仕入高 1,469,020 1,017,305

　　　　　合計 8,571,544 6,719,820

　　　製品期末たな卸高 263,0248,308,52092.8 127,5906,592,23086.2

　　売上総利益 647,6047.2 1,055,01213.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１

　　　荷造運賃 26,596 22,966

　　　役員報酬 25,456 14,485

　　　給料手当 273,027 235,672

　　　退職給付費用 25,235 17,836

賞与引当金繰入額 － 2,678

　　　福利厚生費 1,566 3,408

　　　法定福利費 28,058 24,855

　　　交際費 4,657 1,936

　　　減価償却費 15,758 15,353

　　　租税公課 22,840 27,857

　　　リース費用 10,036 6,963

　　　賃借料 5,050 4,334

　　　業務委託料 47,657 41,328

　　　その他 83,060569,0026.4 77,819497,4966.5

　　営業利益 78,6020.9 557,5167.3

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 11,629 4,651

　　　受取配当金 3,953 5,189

　　　賃貸料収入 14,166 12,276

　　　仕入割引 264 81

　　　その他 6,425 36,4380.4 1,689 23,8880.3
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日  
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 81,815 71,451

　　　社債利息 9,832 9,972

　　　売掛債権売却損 4,008 43

　　　その他 4,605 100,2611.1 6,081 87,5481.1

　　経常利益 14,7790.2 493,8566.5

Ⅵ　特別利益

　　　固定資産売却益 ※２ 122 66

　　　関係会社清算益 130,511 －

　　　貸倒引当金戻入益 176,989 1,628

　　  会員権売却益 　　　  － 　　307,623　　3.4 　　　 500     2,194　　0.0

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産除却損 ※３ 232 1,888

　　　子会社株式評価損 12,099 －

　　　投資有価証券評価損         － 　　22,291

　　　訴訟損失 16,285         －

      棚卸資産評価損 － 107,773

      減損損失 ※４ － 1,679,218

　　　事業移転損失引当金繰入
　　　額

－ 28,6180.3 367,7002,178,87128.5

　　　税引前当期純利益
　　　又は損失（△）

293,7833.3 △1,682,821△22.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

9,6460.1 10,5610.1

　　　当期純利益又は
　　　損失（△）

284,1363.2 △1,693,383△22.1
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　　製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 655,417 9.6 517,120 9.4

Ⅱ　労務費 1,930,21328.1 2,579,25546.6

Ⅲ　経費 4,276,66062.3 2,432,97144.0

(うち外注加工費) (3,205,020) (1,448,063)

(うち減価償却費) (129,528) (123,651)

当期総製造費用 6,862,291100.0 5,529,347100.0

期首仕掛品たな卸高 146,092 145,878

合計 7,008,383 5,675,225

期末仕掛品たな卸高 145,878 228,284

他勘定への振替高 152 7,450

当期製品製造原価 6,862,352 5,439,490

(注) １　原価計算の方法は、実際原価による加工費工程別総合原価計算であります。

２　他勘定への振替高は、基板加工不具合による損害補償金等であります。

　

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 77/108



③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高(千円) 1,540,000 1,510,000 1,510,000

当事業年度中の変動額

　自己株式の増加 ― ― ―

　当期純利益 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

当事業年度中の変動額合計
(千円)

― ― ―

平成19年3月31日残高(千円) 1,540,000 1,510,000 1,510,000

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金

平成18年3月31日残高(千円) 10,000△2,679,068△2,669,068 △363 380,569

当事業年度中の変動額

　自己株式の増加 ― ― ― △112 △112

　当期純利益 ― 284,136 284,136 ― 284,136

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額
(純額)

― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額合計
(千円)

― 284,136 284,136 △112 284,024

平成19年3月31日残高(千円) 10,000△2,394,931△2,384,931 △476 664,592

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(千円) 154,013 154,013 534,581

当事業年度中の変動額

　自己株式の増加 ― ― △112

　当期純利益 ― ― 284,136

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額(純額)

△43,544 △43,544 △43,544

当事業年度中の変動額合計
(千円)

△43,544 △43,544 240,479

平成19年3月31日残高(千円) 110,468 110,468 775,061
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年3月31日残高(千円) 1,540,000 1,510,000 1,510,000

当事業年度中の変動額

　当期純損失 － － －

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額(純額)

－ － －

当事業年度中の変動額合計
(千円)

－ － －

平成20年3月31日残高(千円) 1,540,000 1,510,000 1,510,000

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金

平成19年3月31日残高(千円) 10,000△2,394,931△2,384,931 △476 664,592

当事業年度中の変動額

　当期純損失 － △1,693,383△1,693,383 － △1,693,383

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額
(純額)

－ － － － －

当事業年度中の変動額合計
(千円)

－ △1,693,383△1,693,383 － △1,693,383

平成20年3月31日残高(千円) 10,000△4,088,314△4,078,314 △476 △1,028,790

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(千円) 110,468 110,468 775,061

当事業年度中の変動額

　当期純損失 － － △1,693,383

　株主資本以外の項目の
　当事業年度中の変動額(純額)

△58,394 △58,394 △58,394

当事業年度中の変動額合計
(千円)

△58,394 △58,394 △1,751,777

平成20年3月31日残高(千円) 52,074 52,074 △976,716

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社アイレックス(E01972)

有価証券報告書

 79/108



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当社は、当事業年度においては、システム事業の積極的

な事業拡大により４期ぶりに黒字に転じましたが、主要

取引先からの携帯電話関連基板の受注高が大幅に減少し

たことにより第62期（平成16年2月1日から平成16年9月

30日の８ヶ月決算）から３期連続して多額な営業損失を

計上しておりました。よって、業績は回復基調にあるもの

の、依然として厳しい事業環境にありますので継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社は、先の状況を解消すべく平成17年10月に策定い

たしました「中期経営計画」の推進を通して、一刻も早

い赤字体質からの脱却、現状の市場環境においても利益

を確保することができる企業体質への変革に邁進してま

いりました。当該計画は従来のプリント配線板事業で蓄

積したノウハウを生かし、また、平成17年6月に立ち上げ

たシステム事業本部の積極的展開を軸として、当社の親

会社であるＴＣＳホールディングス株式会社とそのグ

ループ企業とともに、電子部品製品の開発設計から製品

化まで事業範囲を拡大し、新たな需要の創造と受注の確

保、拡大を図る計画であり、基本コンセプトと当事業年度

における成果は、以下のとおりであります。

(1). 電子部品製品におけるトータルソリューション

サービスの展開

プリント基板製造と実装を一体化した受注に

注力し、電子部品製品の開発設計から製品化まで

の一貫受注を目指し、付加価値の極大化を図る。

当該事業の基盤を強固にするため、平成18年2

月24日付けにて株式会社アイレックスインダス

トリアルソリューションズを当社の連結子法人

等といたしました。

(2). プリント配線板製造事業とシステム事業を二本

柱とする

①プリント配線板の設計（パターン設計）及び

製造の従来事業に加え、部品の調達、部品の実

装、製品化及び評価・検証・試験業務まで事

業範囲を拡大する。

当事業年度においては、部品の調達、部品の実

装、製品化で400,902千円を売上げました。

②部品・製品の企画、開発、電子回路設計、及びソ

フトウェア開発の事業展開を図る。

当事業年度におきましてはシステム事業の積

極的拡大を図りました。また下半期からはコン

プライアンス確保のため技術者を出向で受け入

れ事業を内製化したことにより収益性の改善を

図りました。その結果、同事業の売上高は

4,775,650千円、営業利益は927,770千円となり

ました。

当社は、主要取引先からの携帯電話関連基板の受注

高が大幅に減少したことにより第62期（平成16年2月1

日から平成16年9月30日の８ヶ月決算）から３期連続

して多額な営業損失を計上いたしましたが、システム

事業の積極的な事業拡大により前事業年度（第65期）

において４期ぶりに黒字に転じることができました。

当事業年度におきましてもプリント配線板事業におい

て①営業体制の見直し②生産効率の徹底した改善③不

採算製品の整理④新技術を駆使した新規顧客拡大⑤最

低限度の生産体制のための人員の削減見直し等を行

い、経営方針の転換を進めてまいりましたが、これらの

対策も思うように奏功せず、当社のプリント配線板事

業を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増し、同セグ

メントにおいては当事業年度も多額の営業損失を計上

いたしました。また、システム事業においても今後は競

争企業の参入が増加しコスト競争がより激しくなって

いくことが予想されることから、当社は平成20年４月

４日開催の当社取締役会において、平成20年７月１日

をもって当社のプリント配線板事業を会社分割により

新設会社に承継させた上で、新設会社の全株式を㈱

キョウデンに譲渡することにつき、平成20年６月27日

開催予定の定時株主総会に提案することを決定いたし

ました。

なお、当該会社分割及び株式譲渡の取締役会決議日、

並びに株式譲渡契約締結日は平成20年４月４日であり

ますが、当事業年度中における検討の過程等を勘案す

ると実質的な意思決定は当事業年度内（平成20年３月

期）に行われたと判断できることから、これに係る損

失を当事業年度において計上することといたしまし

た。すなわち、当該会社分割及び株式譲渡を決議したこ

とによりプリント配線板事業の譲渡価格が確定したこ

とに伴い、当事業年度末において同事業で使用してい

る製造設備の減損損失 1,679,218千円を認識いたしま

した。また、本分割により新会社に承継するプリント配

線板事業に関わる資産及び負債の当事業年度末の簿価

による純資産額と譲渡価額との差額 367,700千円を事

業移転損失引当金繰入額として認識し、減損損失と合

わせて 2,046,918千円を特別損失に計上いたしまし

た。
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前事業年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

(3). 新規顧客の共同開拓

当社の親会社であるＴＣＳホールディングス

株式会社とそのグループ企業のお取引先、特に電

気メーカー系企業に対し合同新規顧客開拓活動

の展開により顧客層の拡大を目指す。

計画開始から通算して約70社を新規開拓し、

当事業年度においては514,238千円を売上げまし

た。

(4). あらゆる製品を積極的に受注

協力（外注）工場を有効活用し、両面～４層基

板の少量生産品も積極的に受注する。

海外協力工場も含め、積極的に展開中でありま

す。

上記のように、当事業年度におきましてはシステム事

業部門の拡大を図り、またプリント配線板部門において

も、販売面では徹底した不採算受注撲滅のための受注戦

略を採り、原価面においては従来からの生産性の向上、歩

留り改善による変動費の削減、及び生産高相応に至るま

での固定費の圧縮など徹底した諸経費削減策を講じたこ

とから、全体として前事業年度よりも売上高で98.3％増

加し、原価率でも19.2%改善した結果、営業利益は黒字化

いたしました。

当社は利益体質への変革をより一層確実なものとする

為、翌事業年度以降につきましても引き続き上記諸施策

の推進を図ることにより黒字継続を目指していく所存で

あります。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。

 　これにより、当事業年度末におきましては 976,716千

円の債務超過となったことから企業継続性についての

重要な疑義が発生いたしておりますが、これに対しまし

ては、当該会社分割において発生しうる損失のうち現時

点において把握できるすべての損失を当事業年度にお

いて計上済みであることから、当社の親会社であるＴＣ

Ｓホールディングス㈱とそのグループ企業との協力体

制のもと、①黒字部門であるシステム事業に経営資源の

集中を図り、当社を取り巻く事業環境の変化に迅速に対

応して経営の改善と安定化を図られる見通しであるこ

と。また、②会社分割の承継資産対象から除外しており

ます横浜工場を売却することにより売却益を計上する

計画であること。などの諸施策により第67期事業年度末

までの債務超過解消に邁進してまいります。

 　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　　 同左

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 

３　デリバティブ取引

製品

　総平均法による原価法

原材料

　月次移動平均法による原価法

仕掛品

プリント配線板事業：総平均法に

よる原価法

システム開発事業：個別法による

原価法

貯蔵品

　最終仕入原価法

　但し、一部の貯蔵品については月次移

動平均法による原価法

 

時価法

なお、ヘッジの有効性が確認されたも　
のについてはヘッジ会計を適用してお
ります。

製品

同左    

原材料

同左

仕掛品

　　　　　 同左

貯蔵品

同左

 
　　　　　　―――――――

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定額法

有形固定資産

同左

無形固定資産

　定額法

　但し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

無形固定資産

同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　(2) 賞与引当金

 

期末債権の貸倒損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

 

　　　　　 ―――――――

同左 

 

従業員賞与の支給に備えて支給見込額基
準により計上しております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

また、数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による定額法により翌事

業年度から費用処理しております。

 

　　　　　　　同左

　(4)事業移転損失引当金 　　　　　―――――――  会社分割及び株式譲渡により発生す

る損失に備えるため、当社が負担する

こととなる損失見込み額を計上してお

ります。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 

同左

　　　　　　　　　　　　　　　７ 重要な

ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理

　なお、為替予約等が付されている

　外貨建金銭債権債務については振

　当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　・ヘッジ手段

　　デリバティブ取引(為替予約等

　　取引)

　・ヘッジ対象 

　　外貨建金銭債権債務 

③　ヘッジ方針 

　　社内規程に基づき、通常の営業

　取引に係る為替変動リスク回避の

　目的で実需の範囲内で利用してお

　り、投機目的のためのデリバティ

　ブ取引は行っておりません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する

　重要な条件が同一であり、高い有

　効性が明らかに認められるため、

　ヘッジの有効性の判定を省略して

　おります。 

 

　　

───────

───────

───────

───────

 

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

　消費税等の会計処理 

　　　税抜方式によっております

　消費税等の会計処理 

　　　　　　　　同左
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会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

775,061千円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

　　　　　　　　　―――――――

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めており

ました「受取配当金」は、当事業年度において営業外収

益の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。

　なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれて

いる「受取配当金」は 3,302千円であります。

 

　　　　　　　　―――――――

　

　追加情報　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　　　　　　　　――――――― (賞与引当金の計上）

　当事業年度より、当社システム事業本部の賞与支給基準

が具体的に定められたため、当該基準に基づき計上して

おります。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営業

利益、経常利益はそれぞれ21,035千円少なく計上されて

おり、税引前当期純損失は同額多く計上されております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

　１　受取手形割引高 24,470千円

　　　売掛債権譲渡高 165,282千円
　

　１　       ―――――――

　　　
　

※２　担保資産

建物 798,782千円

構築物 1,844千円

機械及び装置 4,977千円

工具器具及び備品 99千円

土地 1,062,957千円

投資有価証券 260,422千円

計 2,129,085千円

※２　担保資産

建物 165,313千円

構築物 405千円

機械及び装置 852千円

工具器具及び備品 22千円

土地 287,454千円

投資有価証券 198,150千円

計 652,198千円

　　　上記に対する債務

１年内に返済する
長期借入金

105,672千円

長期借入金 105,046千円

割引手形 24,470千円

短期借入金 1,256,943千円

計 1,492,131千円

　　　上記に対する債務

１年内に返済する
長期借入金

118,796千円

長期借入金 189,250千円

短期借入金 503,000千円

計 811,046千円

※３　期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当事業年度末が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

受取手形 157千円

割引手形 841千円

※３　　　　　　　　───────　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

     

  ４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座借越契約を締結しております。これら

契約に基づく当連結会計年度の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 67,943千円

差引額 332,056千円

  ４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座借越契約を締結しております。これら

契約に基づく当連結会計年度の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座借越極度額の総額 400,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 400,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額
　　　該当事項はありません。

※１　研究開発費の総額
　　　該当事項はありません。

※２　固定資産売却益

車両及び運搬具 122千円

※２　固定資産売却益

車両及び運搬具 66千円

※３　固定資産除却損

機械及び装置 6千円

車両及び運搬具 51千円

工具器具及び備品 175千円

計 232千円
　

※３　固定資産除却損
　工具器具及び備品　　　　　　　　　1,888千円

 
 ※４　減損損失　

　当社は以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。　　　　 

場　所  用　途 種　　類  

本社工場 

及び 

横浜工場 

 

プリント

配線板

製造設備

 

建物 

構築物

機械及び装置 

車両及び運搬具

工具器具及び備品 

土地 

リース資産 

無形固定資産 

（経緯）
　継続的に営業損失を計上している資産グループ、及び
遊休となっている資産の帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。

(減損損失の金額）

種　　　類  金　　　額 

建物 

構築物

機械及び装置 

車両及び運搬具

工具器具及び備品

土地 

リース資産

無形固定資産 

   551,003千円

6,773千円

57,910千円

18千円　　66,367

千円

775,503千円

220,379千円

 1,261千円

合計 1,679,218千円

（グルーピングの方法）
　当社は、減損会計の適用にあたって、事業のセグメン
ト別にグルーピングしているほか、賃貸用不動産を単
位として行っております。

（回収可能価額の算定方法等） 

　回収可能価額は平成20年4月1日から平成20年6月30

日（会社分割による株式譲渡予定日の前日）までの

間のプリント配線板事業の継続的使用によるキャッ

シュフロー及び平成20年7月1日付けにて予定してい

る株式譲渡の代金のうち上記のプリント配線板事業

の用に供する製造設備分相当額に基づいて算定して

おります。 
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 2,241 972 － 3,213

　

　　（変動事由の概要）

　　　　増加額の主な内訳は次のとおりであります。

　　　　　　単元未満株式の買い取りによる増加　　　972株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 3,213 － － 3,213

　

　　（変動事由の概要）

　　　　該当事項はありません。　

　　　

　

　

　

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械
及び装置

工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額
(千円)

1,334,129150,97124,4001,509,500

減価償却
累計額
相当額
(千円)

505,85669,86617,167592,891

減損損失
累計額
相当額
(千円)

448,26772,661 1,180522,109

期末残高
相当額
(千円)

380,0058,442 6,051394,499

　

機械
及び装置

工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額
(千円)

1,214,96996,52521,0001,332,494

減価償却
累計額
相当額
(千円)

557,60828,38918,069604,067

減損損失
累計額
相当額
(千円)

598,25464,682 2,500665,437

期末残高
相当額
(千円)

59,105 3,452 430 62,989

　
２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

１年以内 264,469千円

１年超 449,936千円

合計 714,405千円

リース資産減損勘定期末残高 287,168千円

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘

定期末残高

１年以内 180,453千円

１年超 269,482千円

合計 449,936千円

リース資産減損勘定期末残高 355,612千円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 311,760千円

リース資産減損勘定の取崩額 166,854千円

減価償却費相当額 115,703千円

支払利息相当額 37,605千円
　

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 292,584千円

リース資産減損勘定の取崩額 151,935千円

減価償却費相当額 111,130千円

支払利息相当額 27,530千円

減損損失 220,379千円
　

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

　　利息相当額の算定方法

同左

　

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３

月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　　税務上の繰越欠損金 1,813,153千円

未払事業税 5,002千円

　　未払事業所税 5,815千円

　　貸倒引当金 9,227千円

　　一括償却資産 1,987千円

　　退職給付引当金 148,994千円

　　有価証券評価損 4,917千円

　　会員権評価損 11,658千円

　　事業再編整理損失 757,770千円

　　減損損失 449,981千円

　　その他 △216千円

　　　繰延税金資産小計 3,208,291千円

　　評価性引当金 △3,208,291千円

　　　繰延税金資産合計 －千円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 75,630千円

　　　繰延税金負債合計 75,630千円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　　税務上の繰越欠損金 1,721,087千円

未払事業税 4,401千円

　　未払事業所税 5,969千円

　　貸倒引当金 8,666千円

　　賞与引当金 8,548千円

　　一括償却資産 879千円

　　退職給付引当金 144,723千円

　　有価証券評価損 13,976千円

　　会員権評価損 8,041千円

　　事業再編整理損失 757,770千円

　　減損損失

　　棚卸資産評価損

1,177,637千円

43,799千円

　　その他 1,023千円

　　　繰延税金資産小計 3,896,525千円

　　評価性引当金 △3,896,525千円

　　　繰延税金資産合計 －千円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 35,651千円

　　　繰延税金負債合計 35,651千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　課税所得が発生していないため、記載しておりませ

ん。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　　　　　　　　同左

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　１．連結財務諸表等の注記（企業結合等関係）に記載しております。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額(円) △28.05 △87.60

１株当たり当期純利益又は損失
（△）(円)

9.66 △57.57

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益(円)

4.62 潜在株式は存在しますが１株当たり

当期純損失であるため記載しており

ません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前事業年度末
(平成19年３月31日)

当事業年度末
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 775,061 △976,716

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)
　（うちＡ種優先株式）

　
1,600,000

（　1,600,000　）

　　
1,600,000　　

（　1,600,000　）

普通株式に係る期末純資産額(千円) △824,938 △2,576,716

普通株式の発行済株式数(株) 29,417,400 29,417,400

普通株式の自己株式数（株） 3,213 3,213

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

29,414,187 29,414,187
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２　１株当たり当期純利益又は損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は損失（△）

(千円)
284,136 △1,693,383

普通株式に係る当期純利益又は損失（△）

(千円)
284,136 △1,693,383

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 29,414,347 29,414,187

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた当期純利益調整額の主要な

内訳（千円）

― ―

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株）

転換予約権 32,000,000 ─

普通株式増加数（株） 32,000,000 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要　

A種優先株式 16,000千株の普通

株式への転換予約権の行使によ

る株式の増加

（A種優先株式の概要）

①発行価額

１株につき　　100円

②発行価額の総額

1,600,000千円

③転換請求期間

平成23年３月１日以降

④当初転換価額

１株につき　　50円

A種優先株式 16,000千株の普通

株式への転換予約権の行使によ

る株式の増加

（A種優先株式の概要）

①発行価額

１株につき　　100円

②発行価額の総額

1,600,000千円

③転換請求期間

平成23年３月１日以降

④当初転換価額

１株につき　　50円
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――――  当事業年度末日後、平成20年4月4日の当社取締役会決議

に基づき、プリント配線板事業の会社分割による譲渡に

当たり、同事業において製造の用に供している本社工場

の根抵当権抹消のため、以下の借入を実行しております。

(1)平成20年４月23日　取締役会決議

　　資金使途 ： 金融機関からの借入金返済

　　借入先 ： ＴＣＳホールディングス㈱

　　金額 ： 540,000千円

　　利率 ： 年　2.00%

　　実行日 :平成20年４月30日

　　返済期限 :平成20年９月30日

　　弁済方法 ： 一括返済

　　担保及び保証 無担保、無補償

(2)平成20年５月15日
　

   資金使途

　 借入先

   金額

   利率

   実行日

 　返済期限

 　弁済方法

　 担保及び保証

：

：

：

：

：

：

：

取締役会決議

金融機関からの借入金返済

ＴＣＳホールディングス㈱ 

940,000千円 

年　2.00% 

平成20年５月28日

平成24年１月31日

分割返済

無担保、無保証

　

　

　

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

その他
有価証券

株式会社横浜銀行 146,673 99,297

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ

38,510 33,118

株式会社みずほフィナンシャルグループ 50 18,304

ユニチカ株式会社 225,000 22,050

日本電気株式会社 57,623 21,896

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 32 21,136

ダイダン株式会社 31,000 13,485

株式会社ニコン 5,000 13,275

黒田電気株式会社 3,360 4,418

株式会社東芝 4,677 3,115

横河電機株式会社 700 698

計 512,626 250,796
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末
減価償却
累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 2,954,8955,252
551,003
(551,003)

2,409,1442,242,62487,088166,520

　構築物 91,481 250
6,773
(6,773)

84,957 82,423 621 2,534

　機械及び装置 1,911,92034,110
57,910
(57,910)

1,888,1191,872,07312,16516,046

　車両及び運搬具 2,266 ―
316
(18)

1,949 1,944 3 5

　工具器具及び備
品

1,419,4129,503 188,541(66,367)1,240,3741,220,02138,72520,353

　土地 1,068,244― 775,503(775,503)292,741 ― ― 292,741

　建設仮勘定 15,802 160 15,962 ― ― ― ― 

　　有形固定資産計 7,464,02349,2761,596,011(1,457,577)5,917,2875,419,086138,603498,201

無形固定資産

　ソフトウェア ― ― ― 2,452 1,067 436 1,385

　電話加入権 ― ― ― 512 ― ― 512

　水道施設利用権 ― ― ― 4,407 4,303 108 103

　　無形固定資産計 ― ― ― 7,372 5,370 545 2,001

(注) １　増加額のうち主なもの

　機械及び装置　　　　　フィルド鍍金槽ベース　　　　6,127千円

　工具器具及び備品　　　金型検査冶具　　　　　　　　6,707千円　

　　　２　減少額のうち（　）書は内書きで減損損失の計上額であります。

     ３　無形固定資産については、資産総額の１％以下であるので「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 47,076 1,376 1,419 3,004 44,028

賞与引当金 ─ 21,035 ─ ─ 21,035

事業移転損失引当金 ― 367,700 ― ― 367,700

(注) １　貸倒引当金の当期減少額(その他)は、洗い替えによるもの1,666千円、債権の回収によるもの1,338千円であり

ます。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

(1) 現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 683

預金の種類

当座預金 213,751

普通預金 21,202

外貨普通預金 83

定期預金 38,914

計 273,952

合計 274,635

　

(2) 受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

日本電素工業株式会社 14,608

プライムテックエンジニアリング株式会社 6,671

オーミケンシ株式会社 2,888

日興電気通信株式会社 1,954

株式会社ソリスト 1,827

その他 2,887

合計 30,837

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月 8,618

　　　　５月 5,120

　　　　６月 5,892

　　　　７月 5,712

　　　　８月以降 5,493

合計 30,837
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(3) 売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

日本電気通信システム株式会社 459,396

ＮＥＣシステムテクノロジー株式会社 374,360

松下電器産業株式会社 238,088

株式会社テクノ・セブン 98,864

株式会社小松村田製作所 77,209

その他 429,122

合計 1,677,042

　

(ロ)回収状況及び滞留期間

　

前期末残高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

当期末残高
(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

2,105,6368,921,1769,349,7701,677,042 84.7 77.5

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用していますが、当期発生高及び当期回収高には消費税等を含めて表示して

おります。

　

(4) 製品

　

内容 金額(千円)

多層板 76,704

両面板 14,042

その他(設計　他) 6,982

合計 97,729

　

(5) 原材料

　

内容 金額(千円)

プリント基板材料 56,065

その他(工業薬品　他) 13,110

合計 69,175
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(6) 仕掛品

　

内容 金額(千円)

多層板 100,879

両面板 16,147

その他(めっき浴　他) 13,612

システム開発 71,970

合計 202,610

　

(7) 貯蔵品

　

内容 金額(千円)

ドリルビット 3,155

工業薬品 4,693

その他(アルミ板、ベーク板　他) 952

合計 8,801

　

      (8）関係会社短期貸付金

　

内容 金額(千円)

ＴＣＳホールディングス株式会社 270,000

合計 270,000

　

　　　（9）関係会社株式

　

銘柄 株式数(株) 金額(千円）

株式会社アイレックスインダストリアルソリューショ
ンズ

800 118,423

アイレックスシステム株式会社 1,000 69,542

株式会社アイレックスソハード 800 44,800

アイレックスインフォテック株式会社 7,700 41,400

その他　３銘柄 0

合計 274,165
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負債の部

(1) 支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社丸五技研 39,972

有限会社エム・エイ 12,459

大和電機工業株式会社 10,349

大英エレクトロニクス株式会社 10,087

ローム・アンド・ハース電子材料株式会社 7,490

その他 51,572

合計 131,932

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月 29,308

　　　　５月 32,315

　　　　６月 31,364

　　　　７月 38,943

合計 131,932

　

(2) 買掛金

　

相手先 金額(千円)

東京コンピュータサービス株式会社 237,022

北部通信工業株式会社 90,601

ＬＧ Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ Ｉｎｃ. 23,862

ユーアイ電子株式会社 14,605

コムシス株式会社 11,064

その他 111,296

合計 488,453
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(3) 短期借入金

　

借入先 金額(千円) 返済期限 使途 担保

株式会社三井住友銀行 211,000平成20年４月30日運転資金
土地建物等
投資有価証券

株式会社みずほ銀行 198,000平成20年４月30日 同上 同上

商工組合中央金庫 94,000平成20年４月30日 同上 土地建物等

合計 503,000

(注)　１年以内に返済予定の長期借入金は(7)長期借入金に記載しております。

　

(4) 関係会社短期借入金

　

借入先 金額(千円) 返済期限 使途 担保

TCSホールディングス株式会社 500,000平成20年５月31日運転資金 無

　

　　 (5) 未払金

　

相手先 金額(百万円)

従業員給与 57,942

東京コンピュータサービス株式会社 46,938

株式会社明成商会 17,444

その他 161,200

合計 283,524

　

(5) 設備購入支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社小野測器 2,931

株式会社前田鉄工所 1,942

エイ・テック 1,045

その他 1,484

合計 7,404

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成20年４月 2,000

　　　　７月 5,404

合計 7,404
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(6) 社債

　

区分 金額(千円)

無担保社債 500,000

合計 500,000

(注) １　発行年月、利率等については、「第５　経理の状況」「１　連結財務諸表等」「⑤　連結附属明細表」の「社債明

細表」に記載しております。

　

(7) 長期借入金

　

借入先 金額(千円) 返済期限 使途 担保

株式会社横浜銀行 961,026(279,776)平成23年12月31日運転資金
土地建物
投資有価証券

商工組合中央金庫 39,020 (31,020)平成21年10月26日同上 土地建物

合計 1,000,046(310,796)― ― ―

(注)　(　)内の金額は内数であり、貸借対照表の翌日より起算して１年以内に返済予定のものであるため、貸借対照表上

は流動負債の「１年内返済長期借入金」として掲記しております。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 新株券１枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
　日本証券代行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　本支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.airex.co.jp/ir/index.htm

株主に対する特典 なし

(注)　単元未満株主の権利制限について

当社は、定款において単元未満株式についての権利を下記のとおりとしております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 単元未満株式の買い増しに関する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等の会社名

　　　　　　　　　　　　　　　　TCSホールディングス株式会社

親会社等状況報告書の提出日　　　平成20年６月26日

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第65期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

　

(2)有価証券報告書の
訂正報告書

第65期の有価証券報告書に係る訂正報
告書であります。

平成19年９月21日
関東財務局長に提出。

　

(3)半期報告書 (第66期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月26日
関東財務局長に提出。

　

(4)臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第７号の２、及び同項第12
号の規定に基づく臨時報告書でありま
す。

平成20年４月４日
関東財務局長に提出。

　

(5)臨時報告書の
訂正報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第７号の２、及び同項第12
号の規定に基づき平成20年４月４日に
提出した臨時報告書の一部を訂正する
訂正報告書であります。 

平成20年５月23日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　斉　　藤　　浩　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　本　　和　　巳　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイレックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイレックス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

(1）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象に記載のとおり、会社の業績は回復基調にあるものの、依然

として厳しい事業環境にあることにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

(2)追加情報(1）連結子会社の財務諸表の作成基準に記載されているとおり、連結子会社Rex　

Technologies Philippines, Inc. は平成14年12月に閉鎖を決定し、平成15年３月18日開催の株主総会に

よって解散を決議した。このため、当該連結子会社は、平成14年12月31日に終了する事業年度以降の財務諸

表作成に当たり、企業継続を前提にした基準から清算を前提にした基準に変更している。したがって、当該

連結子会社の財務諸表は、資産については処分可能見込み額にて、また、負債については支払見込み額に

よって作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　斉　　藤　　浩　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　本　　和　　巳　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイレックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイレックス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、プリント配線板事業の譲渡に伴

い減損損失1,679百万円、事業移転損失引当金繰入額367百万円を計上し、当期純損失が1,621百万円となっ

た結果、当連結会計年度末に703百万円の債務超過となっていることにより、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　斉　　藤　　浩　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　本　　和　　巳　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイレックスの平成18年４月1日から平成19年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイレックスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象に記載のとおり、会社の業績は回復基調にあるものの、依然と

して厳しい事業環境にあることにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対

する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社アイレックス

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　斉　　藤　　浩　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　岡　　本　　和　　巳　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイレックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第66期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイレックスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、プリント配線板事業の譲渡に伴

い減損損失1,679百万円、事業移転損失引当金繰入額367百万円を計上し、当期純損失が1,693百万円となっ

た結果、当事業年度末に976百万円の債務超過となっていることにより、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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